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Disclosure　もくじ  

●大阪エコ農産物 
農薬の使用回数、化学肥料（チッソ・リン酸）の使用量が

大阪府内の標準的な使用回数・量の半分以下になるよう府が

基準を設定し、基準以下で栽培される農産物を大阪エコ農産

物として府が認証するもの 

●ガバナンス 
企業統治。組合の内部統制の仕組みや不正行為を防止する

機能 

●キャッシュ・フロー 
一定期間内に企業が出し入れした資金の額 

●コンプライアンス 
法令等順守。企業が「消費者契約法」などに定められた民

事ルールや行政規制などの取り締まりルールを守るだけでなく、

その実効性を高めるために自主行動基準を設定し、企業内倫

理を確立し、順守すること 

●デリバティブ取引 
為替や金利・株価などの市場価格や指標の変動を利用して、

リスク軽減あるいはハイリスク・ハイリターンを追及する金融

派生商品取引のこと。投資額の数十倍の取引ができる反面、失

敗すると損失が大きくなる。また、その内容が貸借対照表上に

出ない（オフ・バランス取引）ため、時価情報の開示が求めら

れている 

●リスク・アセット 
定められた危険率に応じて配分した金融資産 

●ＡＬＭ 
資産（Ａ：アセット）と負債（Ｌ：ライアビリティー）を総

合的に管理（Ｍ：マネジメント）することにより、金利変動や

為替相場の変動などの市場リスクと流動性リスクを管理する

手法のこと 

●ＩＣキャッシュカード 
偽造や不正な読み取りが困難なＩＣ（半導体集積回路）を

内蔵し、高い安全性を確保したカード 

用語の説明 

ＪＡのプロフィール 

はじめに 

※１．本冊子は農協法第５４条の３第１項に基づき作成したディスクロージャー資料です。 

※２．計数は、原則として単位未満を切り捨てて表示しています。 

ＪＡ堺市は、情報開示を通じて経営の透明性を高めるとともに、当組合に対するご理解を一層深
めていただくために、当組合の主な事業の内容や組織概要、経営の内容などについて、利用者のみ
なさまのためにわかりやすくまとめた「ディスクロージャー２００９」を作成いたしました。 
みなさまが当組合の事業をさらにご利用いただくための一助として、是非ご一読いただきますよ
うお願い申し上げます。 
今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

平成２１年７月　堺市農業協同組合 

◇設　　　立 

◇本所所在地 

◇出　資　金 

◇総　資　産 

◇単体自己資本比率 

◇組 合 員 数 

◇役　員　数 

◇職　員　数 

◇支所・営農センター数 

　　　　　　　　※平成２１年３月３１日現在 

（５０音順） 

昭和４４年３月 

堺市西区上野芝町２丁 

１０億円 

３,５９７億円 

１８．３８％ 

２０，７５８人 

３１人 

２９３人 

２２カ所 



　平素は、ＪＡ堺市をご利用いただきまして、誠にありがとうございます。

　当組合は発足以来、堅実で健全な経営を基本理念に、組合員はじめ地域のみなさ

まの豊かな暮らしの実現に向けて、常に良質なサービスと情報の提供につとめてま

いりました。

　わが国経済は、国内外政府の景気対策や企業の生産調整等の効果もあり、各種経

済指標にようやく下げ止まりの動きが現れてきましたが、雇用や個人消費はなお低

迷しており、本格的な景気回復には時間を要するものと思われます。また、農業を

取り巻く環境は、食の安全・安心はもとより環境に配慮した農業経営が求められる

反面、農産物価格の低迷や高齢化による担い手不足など、課題が山積しており、地

産地消や食農教育など、地域農業振興に向けた取り組みが重要となっています。

　このような情勢のなかにあってＪＡ堺市は、法令順守を経営姿勢の基本に置き、

各事業に積極的に取り組んできました。その結果、経営の健全性を示す指標とされ

る自己資本比率は、平成２０年度末で１８．３８％とＪＡグループが目標とする国際業務

を行う金融機関に課せられた８％基準を大幅に上回ることができました。また、大

阪エコ農産物『泉州さかい育ち』の生産・販売支援をはじめ、徹底した農薬適正使

用や生産履歴記帳の指導強化により、消費者の求める「安全・安心」な農産物の提

供につとめました。

　『ディスクロージャー誌』の作成は、当組合の取り組みや経営内容を正しくご理

解いただき、当組合への信頼度が一層深まることを願って、平成９年より続けてき

たもので、ＪＡの特徴といえます信用・共済・購買など総合事業の活動案内に加え、

経営資料として近年の業績やリスク管理の状況などを説明しています。ご一読いた

だき、みなさまと当組合とのつながりが、より強固なものとなることを願っていま

す。

　農業・ＪＡ経営を取り巻く情勢はなお厳しさを増そうとしていますが、ＪＡ堺市

は組合員の“営農と暮らし”を守り、「食」「農」「環境」を次世代へつなぐ諸活動

を積極的に展開し、地域社会に貢献してまいります。また、ＪＡ・信連・農林中金

が一体となった事業推進と良質で高度な金融機能サービスの実現を目指す『ＪＡバ

ンクシステム』の一員として、継続して経営の健全化・効率化をはかり、みなさま

から一層「信用・信頼」され、支持されるＪＡづくりにつとめてまいります。

　今後とも、みなさまには一層のご支援ご協力をいただけますよう、心からお願い

申し上げます。

平成２１年７月

堺市農業協同組合
代表理事組合長
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ごあいさつ



●ＪＡ堺市は、農業振興を通じて、「食」・「農」・「緑」を守り、かけがえのない自然を次世代に引き継
ぎます。

●ＪＡ堺市は、地域のみなさまとともに生き、地域のみなさまとの共感の中で、心ふれあう地域づくり
に取り組みます。

●ＪＡ堺市は、高い倫理観と責任感を持ち、地域社会に貢献できる事業と組織づくりに取り組みます。
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経 営 理 念

事業活動の案内事業活動の案内

11

◇経営執行体制
　当組合は農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総代会」の決定事項を踏まえ、
総代会において選出された理事により構成される「理事会」が、組合の業務執行を決定するとともに、理事の職務執行
の監督を行っています。また、総代会で選任された監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。
　組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、生産者組織や女性会などから理事の登用を行
っています。また、信用事業については専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第３０条に規定する常勤監事お
よび員外監事を設置し、経営管理の強化をはかっています。

経営管理体制33

経 営 方 針22

『ＪＡ活動と地域社会の共生』
　豊かな暮らしと社会に貢献できるように事業改革を継続し、「安全・安心」を提供し、組合員・地域に役立つＪＡ

を目指します。

◆◆ 基基本方針本方針

　1 ．安全・安心な農を基本とする地域社会との共生
　安全・安心な農産物の提供を通じて、「食」「農」「環境」を守り、安心して暮らせる豊かな地域社会の実現に貢献

します。また、地域の特性を生かした都市農業の振興をはかるため、農業の担い手の育成支援や地産地消・食農教育

への取り組みを強化するなど、「農」を基本とした事業展開により、地域社会との共生につとめます。

◆◆ 基基本目標本目標

　2 ．経営基盤の拡充と事業・経営管理の強化
　組合員・利用者・地域社会からの「信用・信頼」を揺るぎないものとするため、組織基盤の強化と活性化をはかる

とともに、「自己責任原則」に基づいた業務執行体制の充実と事務の合理化による経費節減につとめ、経営の健全性

の確保と適正化をはかります。

　また、ＪＡの持つ社会的責任や公共的使命のもと、法令順守を経営姿勢の基本に置き、リスク管理や内部監査体制

のさらなる整備・確立に取り組むとともに、平成２０年４月２５日の理事会において決議した「内部統制システムに関す

る基本方針」に基づき、引き続き内部統制システムの整備に取り組みます。

　営農センターを拠点として、地域農業の持続的発展と消費者の求める新鮮で「安全・安心」な農産物の提供をはかる
ため、『第５次地域農業振興計画（平成１７年度～同２１年度）』を策定し、着実な実践に取り組んでいます。
◇営農センターに営農指導員１３名を配置して安全・安心な農産物の生産指導を実施
◇大阪エコ農産物認証制度に基づく堺ブランド農産物『泉州さかい育ち』の生産推進と販路拡大
◇「定年帰農者等登録制度」や「新規就農者育成支援資金」の制定など農業の担い手確保・育成支援

農業振興活動44
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◇「ハーベストの丘農産物直売所」（堺市農業公園「交流施設」）の指定管理者として運営
◇毎年１１月２３日に堺市・堺市農業委員会との共催により「堺市農業祭」（平成２０年度９万人来場）を開催
◇学校給食および「ハーベストの丘農産物直売所」に出荷する全農産物の生産履歴記帳制度を実施
◇堺ブランド農産物『泉州さかい育ち』生産履歴情報をホームページ上に公開
◇観光農業振興会を通じたＪＡ市民農園（６６ａ）や体験農園（７ヵ所）による農業交流活動

（　1 ）全般に関する事項
　当組合は、堺市（美原区の一部を除く）を事業区域として、農業者を中心とした地域住民の方々が組合員となって、
相互扶助（互いに助け合い、互いに発展していくこと）を共通の理念として運営される協同組織であり、地域農業の活
性化等に資する地域金融機関です。
　また、当組合の総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域に根ざした協同組合として
の社会的責任や公共的使命のもと、健康で豊かな地域社会の実現に向けて、地域住民の暮らしや文化活動に貢献する取
り組みを行っています。
（　2 ）地域からの資金調達の状況
　当組合の平成２１年３月末の貯金残高は、３３７，５１６百万円で、組合員・利用者のみなさまの計画的な資産づくりをお手
伝いするため、目的や期間に応じた各種貯金の取り扱いをしています（商品一覧は１６ページをご覧ください）。
（　3 ）地域への資金供給の状況
　当組合の平成２１年３月末の貸出金残高は、６２，３１０百万円で、その大半が組合員のみなさまなどからお預かりした、大
切な財産である「貯金」を源泉としています。当組合では資金を必要とする組合員のみなさまや、地方公共団体などに
ご利用いただいています（商品一覧は１７ページをご覧ください）。
　なお、融資残高の内訳および制度融資の概要は以下のとおりです。

（　4 ）文化的・社会的貢献に関する事項
＜主なもの＞
○小学３年生を対象としたＪＡ堺市オリジナル農業啓発小冊子『わたしたちの農業』ならびに小学５年生を対象とし
たＪＡバンク食農教育応援事業製作の教材本を堺市教育委員会を通じて市内全小学校（１００校）に寄贈
○管内小学校（９１校）にＪＡグループの子供雑誌『ちゃぐりん』を毎月贈呈
○『堺市小学校夏休み児童作品コンクール』（後援：堺市、堺市教育委員会）を毎年開催
○「こども１１０番」への参加（全店舗・公用車・バイクへのステッカー貼付）
○職員による「日本赤十字社」献血運動への積極的参加
○地域ごとの総合健康診断を毎年実施
○税理士による無料税務相談会の実施（本所にて毎週火曜日および顧問税理士事務所にて毎月第２木曜日（一部月を除く））
○弁護士による無料法律相談会の実施（本所にて毎月第１・３木曜日および第４土曜日（一部月を除く））
○社会保険労務士による無料年金相談会の実施（３支所毎にて毎月第２土曜日および本所にて第３水曜日（一部月を除く））
○各支所の年金友の会によるレクリエーション活動や同連絡協議会主催の講演会を毎年開催
　平成２０年度講師　キダ・タロー氏　演題「本物の見分け方」
○各支所に資産管理研究会を設置するとともに同連絡協議会で情報誌『みのり』の定期発行と講演会を毎年開催
　平成２０年度講師　農中信託銀行　主席財務コンサルタント　香取　昴宏氏　演題「遺言書作成の考え方」
○組合員に広報誌『ＣＲＯＰ（くらっぷ）』を毎月郵送し、各種情報を提供
○インターネット上の「ＪＡ堺市ホームページ」による各種情報の受発信

地域貢献情報等55

【融資残高の内訳】

（注）地方公社等とは、農業協同組合法第１０条第２２項第
１号および第２号の規定によるいわゆる過半出資
非営利法人、産業基盤整備関連法人および生活環
境整備関連法人をいいます。

（単位：千円） 【制度融資の概要】

貸 出 残 高貸 出 先 別
３７，４１１，８２７組 合 員
１８，８６５，０２６地 方 公 共 団 体

員

外

４４９，７９０地 方 公 社 等
４，６００，０００金 融 機 関
９８４，０７２そ の 他 員 外

２４，８９８，８８８計
６２，３１０，７１６合 計

（平成２１年３月３１日現在）

件数内 容制 度 資 金 名

４
農業経営改善に必要な農業関
係施設等の整備拡充を目的と
する。

大 阪 府 農 業 近 代 化 資 金

１

一定水準以上の優良賃貸住宅
の供給促進を目的とする（現
在は新規受付は終了していま
す）。

大阪府特定賃貸住宅建築資金

（注）上記の制度資金は基準日現在で当組合において貸出残高のあるものを記載してい
ます。
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事業の概況

購買品供給高 ６１３，７１２千円

販売品取扱高 ２６３，９２４千円

【事業実績】

66

事業活動の案内事業活動の案内

経営環境
　わが国経済は、世界同時不況の影響を受け、昨年度下期より輸出・生産が大きく減退し、最近になってようやく下げ止
まりの兆しがうかがえるものの、けん引役となる輸出の急回復は見込めず、雇用情勢や個人消費の低迷などにより物価下
落の傾向もあり、本格的な景気回復には時間を要するものと思われます。
　農業を取り巻く環境は、消費者の食に対する「安全・安心」と「国内産」へのニーズが一層高まりを見せる一方で、景
気低迷による安価な輸入農産物の増加復調、原料価格高騰による生産コスト増大のなかでの農産物価格の低迷、年々深刻
化する農業後継者・担い手不足など、問題が山積しています。さらに、農地法の改正や米の生産調整等農業政策の見直し
など、日本農業は大きな転換期に突入しようとしていますが、国内農業の維持・発展につながる価格形成には消費者との
連携が不可欠であり、環境に配慮した農業経営とともに、地産地消・食農教育への取り組みも重要性を増しています。
　一方、ＪＡ経営をめぐる情勢にあっては、日銀の政策金利引き下げによる運用難のなか、顧客獲得競争が激しさを増し
ており、生き残りをかけた事業展開が求められています。
　このようななかでＪＡ堺市は、「ＪＡバンク基本方針」に基づく法令順守と健全経営を目指し、自己資本の充実による
財務の健全性確保と、役職員一体となった内部統制システムの構築に取り組むなど、利用者をはじめ地域のみなさまの期
待と信頼に応える事業展開につとめてまいりました。

　「組合員の負託に応える経済事業改革」による事業の収支均衡をはかるため、営

農センターの機能を充実させ、一層の事業効率化をはかりました。特別供給日制度

や自己引き取りの定着に取り組むとともに、営農経済渉外担当者と連携した指導購

買の推進により、組合員・利用者の利便性向上につとめました。

　また、「感謝と絆」をテーマに開催したＪＡフェアでは、２日間で２，８００人を超え

る来場者を迎え、組合員との絆を深める場として、所期の目的を達成できました。

　販売事業では、学校給食米の供給量確保のため独自の出荷対策を実施するととも

に、ハーベストの丘農産物直売所では、売り場コーナーの改修や出荷者の写真を掲

示するなど、消費者目線を重視したなかで、安全・安心な地場農産物の販売促進に

つとめました。

◆◆ 購購買・販売事業買・販売事業

　組合員の農地保全や資産管理・活用では、資産管理連絡協議会講演会の開催や情報誌『みのり』の発行による情報

提供につとめるとともに、弁護士・税理士による個別相談、各種記帳・決算指導や確定申告相談に対応しました。

　生活文化活動では、組合員健康診断の実施や年金友の会連絡協議会講演会を開催しました。女性会活動では、本部・

支部・クラブ活動等の取り組みにより組織の強化・活性化をはかるとともに、農産加工技術の承継と料理講習会等の

開催による「地産地消」「食農教育」の普及推進につとめました。

〔相談活動〕

　定年帰農者等登録制度をはじめ、大規模でなくても地産地消に貢献できる農業者等に対する大阪版認定農業者制度

への認定誘導や技術講習会等を開催するなど、多様な農業の担い手確保と支援・育成につとめ、『第５次地域農業振

興計画』の着実な実践に取り組みました。

　「水田農業構造改革対策事業」では、行政との連携のもと生産調整目標を達成することができました。

　また、農と市民との共生と「地元さかい農業」への理解を深める活動として、市民農園・体験農園の開園や第３３回

堺市農業祭（１１月２３日大仙公園、９万人来場）を開催するとともに、市内小学３年・５年全児童へ食農教育教材本を

贈呈しました。

〔農政活動〕

〔営農指導〕
　「総合的な営農指導体制」の確立に向け、営農経済渉外担当者の組合員・ほ場への定期巡回活動を倍増させるなど

行動力強化に取り組んだほか、情報提供や総合的・専門的相談の実践により、組合員とのつながりを強化するととも

に、経済事業と一体化した指導購買の充実につとめました。

　また、営農指導に係る資格取得や勉強会などを通じ担当者の資質向上をはかるとともに、各振興会会員をはじめ、

水稲農家やハーベストの丘農産物直売所出荷者などを対象とした各種講習会を開催し、徹底した農薬適正使用や生産

履歴記帳の指導強化により、消費者が求める新鮮で安全・安心な「地元さかい産」農産物の生産と地産地消の推進に

つとめました。

◆◆ 指指導事業導事業



disclosure 2009　◆　5

　地域に密着したＪＡの利便性と、ＪＡバンクシステムによる高度な金融機能

サービスの提供をはかるとともに、事業活動の基幹となる事業量拡大につとめ

ました。

　また、金融危機による景気低迷もあり、多くの金融機関が個人取引を重視す

るなか、顧客基盤の安定・確保に向け、組合員・利用者の取引メイン化「イン

クローズ（囲い込み）作戦」の推進や新規顧客獲得などを重点とした渉外推進

体制の強化をはかりました。

　貸出金では、住宅着工件数の減少など厳しい推進環境となりましたが、住宅

ローンを中心に、本・支所一体となった積極的推進を実践することで、残高伸

長につとめました。

　組合員・利用者とその次世代層とのつながりを強化し、多様化するニーズに

対応したサービス提供力・推進力の向上を目的に「３Ｑ（サンキュー）訪問活

動」や新規取引先拡大への取り組みなど、提案型推進活動の実践により、「ひ

と・いえ・くるま」の生活総合保障の提供につとめました。

　また、契約者保護と保有契約の健全性を確保するための契約内容自主点検の

実施や、契約の引受・審査処理の効率化と支払査定業務の迅速化をはかるなど、

事務処理・事故処理体制の充実により組合員・利用者満足度の向上につとめま

した。

　組合員・利用者から一層の安心と信頼を確保し、経営の透明性・健全性の向

上をはかるためコンプライアンス態勢の強化につとめるとともに、財務報告の

信頼性確保に向けた内部統制システムの構築に取り組みました。

　また、組合員加入推進運動の継続実施により組織基盤の強化をはかるととも

に、階層別研修会等による職員の資質向上や監査体制の充実、内部留保による

自己資本の充実につとめました。

　さらに、支所事務所の建替・改修計画に基づき、５月に中部南支所の新事務

所が竣工。９月に着工した上神谷支所の新事務所建築工事は３月に完成し営業

を開始しました。

◆◆ 信信用事業用事業

◆◆ 共共済事業済事業

◆◆ 管管理関係理関係

３．経営の安定基盤の確立

　　・安定取引先の組合員加入推進

　　・組合員加入メリットの明確化

　　・新軒開拓や顧客囲い込みによる取引先の拡充強化

４．内部統制の確立

　　・内部統制システムの構築

　　・コンプライアンス態勢の充実

　　・統合的リスク管理体制の確立

平成２０年度中に完成した主要設備

・中部南支所事務所の建て替え

・上神谷支所事務所の建て替え

　経常利益・税引前当期利益・当期剰余金は減少しました。これは、景気低迷

による日銀の政策金利引き下げや株価下落に伴い、資金運用における変動金利

型有価証券の利息減少が影響しています。

◆◆ 損損益の状況益の状況

◆◆ 設設備投資の状況備投資の状況

◆◆ 組組合が対処すべき課題合が対処すべき課題
１．安全・安心な農産物の生産と販売

　　・多様な農業の担い手づくりに対する啓発と取り組み

　　・認定農業者の営農改善計画の具現化や利用集積の支援

・生産者への農薬の適正使用と生産履歴記帳の指導徹

底・適正管理

２．農を中心とした食育活動等地域貢献

　　・生産者と消費者の連携による地産地消運動の拡充

　　・ＪＡバンク食農教育応援事業への取り組み

貯金残高 ３３７，５１６，８９３千円

貸出金残高 ６２，３１０，７１６千円

【事業実績】

長期共済
　　保有高　　　６３７，６７５，６０１千円
　　新契約純増額　３３，４５４，０６０千円
年金共済
　　保有高　　　　６，０１３，０６９千円
　　新契約純増額　　　　４４８，０５０千円
火災共済　　新契約件数　１，８３２件
自動車共済　新契約件数　８，００４件
傷害共済　　新契約件数　１，７００件
個人賠責共済　新契約件数　　３６６件
自賠責共済　新契約件数　２，３０６件

【事業実績】

経常利益 ５２７，４４１千円

税引前当期利益 ５１６，４５６千円

当期剰余金 ３６３，４７５千円

【実　　績】
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 １ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部棚卸監査
 １～５／２７ 水稲は種・育苗作業（５５，３００枚）
 ３～７／８ 組合員健康診断（延べ３２日間で１，１４３人受診）
 ６ 全ＡＴＭ（現金自動預払機）の日曜・祝日稼働開始
 １０・１２ 水稲栽培講習会（２日間で１９人参加）
 １２ 住宅ローン相談会（全支所）
 １２・１６ 年金相談会（東百舌鳥・南八下・福泉・本所）
 １４ 農業啓発小冊子『わたしたちの農業』、同資料編
  を堺市教育委員会に寄贈（計９，８１８冊）
 １７～１９ 第１３回ＪＡ石材大商談会（府下８ＪＡが共催）

 １～６／３０ 農繁期の休日対応
 １０ 住宅ローン相談会（全支所）
 １０・２１ 年金相談会（津久野・日置荘・美木多・本所）
 １２～１４ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部期末監査
 １３ 野菜振興会総代会（２８人出席）
 １３ 観光農業振興会総会（１８人出席）
 １５ 緑花振興会総会（１８人出席）
 １９～２４ ＪＡ資材店舗全国統一キャンペーン
 ２０ 果樹振興会総会（２５人出席）
 ２１ 第３９回女性会通常総代会（１０９人出席）

 ２１ 女性会リーダー研修会（２８９人参加）
 ２２・２３ 監事監査（平成１９年度決算監査）
 ２６ 農作業受託協議会総会（８人出席）
 ２７ ４Ｈクラブ総会（１７人出席）

 ２～１８ 請負田植え（２６ha）

 ２～７／３１ 夏期貯蓄キャンペーン（１２億円挙績）
 １１～１８ 支所別決算説明会（１，４４８人出席）

 １４ 住宅ローン相談会（全支所）
 １４・１８ 年金相談会（登美丘・金岡・鳳・本所）
 ２０ 第３９回通常総代会（４７０人出席）
 ２６ 大阪エコ農産物認証制度説明会
 ２６・２７ 大阪エコ農産物認証制度申請受付

 ３～４ 女性会会員の集い（３９０人参加、岐阜県・下呂温
  泉方面）
 ８・１０・１１ コンプライアンス研修会（全職員参加、講師　㈱
  経済法令研究会　杉野　義和氏）
 １２ 水稲栽培講習会（４０人参加）
 １２ 住宅ローン相談会（全支所）
 １２・１６ 年金相談会（中央・百舌鳥・久世・本所）
 １５ 観光農業振興会視察研修会（１４人参加、三重県松
  阪農業公園ベルファーム）
 ２４～９／３０ 夏のエコスタイルキャンペーン実施
 ２８～８／２ 秋の特別供給日（３，６２７万円供給）
 ３０ 資産管理・年金友の会連絡協議会
 ３０ 資産管理連絡協議会講演会（９６人出席、「遺言書
  作成の考え方」講師　農中信託銀行主席財務コン
  サルタント　香取　昴宏氏）

 １ 情報開示の一環として作成した『ディスクロージ
  ャー誌』を全組合員に郵送（ＣＲＯＰに同封）
 ５～２２ 農業・不動産所得の記帳指導（２６件）
 ９ 住宅ローン相談会（全支所）
 ９・２０ 年金相談会（中部南・浜寺・東陶器・本所）
 １９ 人権啓発研修会（役職員参加、「ＪＡ職員と人権」
  講師　大阪企業人権協議会事務局長　内海　義春
  氏）
 ３０・３１ ＪＡフェア（２，９４０万円供給）

 ３１～９／１ 果樹振興会視察研修会（２１人参加、愛媛県方面）

 １～１０／３１ 農繁期の休日対応
 ２～３ ４Ｈクラブ視察研修会（１２人参加、山口県エムシ
  ーファーティコム㈱・福岡県トマト生産農場ネイ
  チャー）
 ２～１９ 秋の農機具点検整備（３９件）
 １３・１７ 住宅ローン相談会（全支所）
 １３・１７ 年金相談会（五箇荘・深井・西陶器・本所）

事業活動のトピックス

事業活動の案内事業活動の案内

77

4　月 Apr.

5　月 May

6　月 Jun.

7　月 Jul.

8　月 Aug.

9　月 Sep.
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 ２０～２３ 第３３回堺市小学生夏休み児童作品コンクール（応
  募総数２２，５８１点、応募学校数９７校）

 ２０～１０／２２ 請負稲刈り（２９ha）

 ２６ 女性会健康体操会（２０４人参加）

 ２～１０ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部期中監査Ⅰ
 １１・１５ 年金相談会（八田荘・北八下・上神谷・本所）
 １１・１８ 住宅ローン相談会（全支所）
 １７ 農業祭関連行事「堺の農業見て歩き」（小学校児
  童１９１人を招待）
 １９ 女性会が第３５回堺まつりに民踊で参加（１２５人）
 ２７・２８ 監事監査（半期決算監査）

 ４～１２／３０ 年末貯蓄増強運動（６８億円挙績）
 ７～１２ 平成２０年産米集荷（３，５８１袋）
 ８ 住宅ローン相談会（全支所）
 ８・１９ 年金相談会（東百舌鳥・南八下・福泉・本所）
 １０～１３ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部期中監査Ⅱ
 ２３ 第３３回堺市農業祭（９万人来場）

 １～６ 春肥特別供給日（９３０万円供給）
 １～６ 廃棄用プラスティックフィルム類の回収
 ２～４ 大豆選粒（３００㎏）

 １０～１１ 農作業受託協議会視察研修会（７人参加、愛知県
  ＪＡあいち経済連・パールライス安城工場）
 １０～１９ 農薬の使用・生産履歴記帳、品質管理研修会（１１
  回で２１９人参加）
 １１ 年金友の会連絡協議会講演会（２５０人参加、「本物
  の見分け方」講師　キダ・タロー氏）
 １５ 大阪エコ農産物認証制度・大阪版認定農業者制度
  説明会
 １５・１６ 大阪エコ農産物認証制度・大阪版認定農業者制度
  申請受付

 １０・１７ 住宅ローン相談会（全支所）
 １０・２１ 年金相談会（津久野・日置荘・美木多・本所）
 １４～２９ 農業・不動産所得の決算指導（９１０件）

 ３～３／９ 確定申告相談（１，２５９件）

 ５ 野菜振興会役員・総代合同視察研修会（４２人参加、
  滋賀県三共アグロ㈱農業科学研究所）
 ６～７ 緑花振興会視察研修会（１２人参加、愛知県㈲角田
  ナーセリー・岐阜花き流通センター）
 １４ 住宅ローン相談会（全支所）
 １４・１８ 年金相談会（登美丘・金岡・鳳・本所）
 ２３ ＣＲＯＰ連絡員会議（３１人出席）
 ２３～３／５ 組合員座談会（１，０６８人出席）

 ３～２６ 春の農機具点検整備（１３７件）
 ９～２１ 水稲特別供給日（６，２７４万円供給）
 １０ コンプライアンスセミナー（役職員参加、講師　
  ㈱経済法令研究会　甲谷　晋氏）

 １２ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部自己査定監査
 １４ 住宅ローン相談会（全支所）
 １４・１８ 年金相談会（中央・百舌鳥・久世・本所）

10　月 Oct.

11　月 Nov.

12　月 Dec.

3　月 Mar.

2　月 Feb．

1　月 Jan.
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　組合員・利用者のみなさまに安心してＪＡをご利用いただくためには、より健全性の高い経営を確保し、信頼性を

高めていくことが重要です。

　このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面するさまざまなリスクに適切に対応すべく「リスク管理基本方針」

を策定し、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な体系を整備しています。

　また、この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施などを通じてリスク管理体

制の充実・強化につとめています。

①信用リスク管理
　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化などにより、資産（オフ・バランスを含む）の価値が減少ないし消

失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会におい

て対応方針を決定しています。

　また、通常の貸出取引については、本所に融資審査課を設置し各支所と連携をはかりながら、与信審査を行ってい

ます。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準な

ど厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上をはかるため、

資産の自己査定を厳正に行っています。

　不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結

果、貸倒引当金については「資産の償却・引当要領」に基づき必要額を計上し、資産および財務の健全化につとめて

います。

②市場リスク管理
　市場リスクとは、金利、為替、株式等のさまざまな市場のリスク・ファクターの変動により、資産・負債（オフ・

バランスを含む）の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスク

のことです。主に金利リスク、価格変動リスクなどをいいます。

　金利リスクとは、金利変動にともない損失を被るリスクで、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在して

いる中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、

有価証券などの価格の変動にともなって資産価格が減少するリスクのことです。

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収益化およ

び財務の安定化をはかっています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本

に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築につとめ

ています。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析および当組合の保有有価証券ポー

トフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員

会を定期的に開催して、日常的な情報交換および意思決定を行っています。

　運用部門は、理事会で決定した運用方針およびＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、満期保有を中心とし

た運用を行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェッ

クし、定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③流動性リスク管理
　流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難になる、または

通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）および市

場の混乱などにより市場において取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされること

により損失を被るリスク（市場流動性リスク）のことです。

　資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保につとめていま

す。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換

金性）を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

④事務リスク管理
　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正などを起こすことにより金融機関が損失を被る

リスクのことです。

リスク管理の状況

〔リスク管理基本方針〕

事業活動の案内事業活動の案内

88

◇リスク管理の体制



　当組合では、業務の多様化や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備するとと

もに、自主検査・自店検査を実施し事務リスクの削減につとめています。また万が一、事故・事務ミスが発生した場

合には、発生状況を把握し改善をはかるとともに、内部監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施する

体制を整えています。

⑤システムリスク管理
　システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動など、システムの不備にともない金融機関が損

失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金融機関が損失を被るリスクのことです。

　当組合では、コンピュータシステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用につとめるとともに、システムの万一

の災害・障害等に備え、「電算機運用管理規程」と「危機管理マニュアル」を策定しています。
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〔コンプライアンス運営態勢〕
　コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合長を議長とする常勤役員会を設置し、コ

ンプライアンスの推進を行っています。

　基本姿勢および順守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、研修会を行い全役

職員に徹底しています。

　毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進につとめるとともに、統括部署を設置し、その進

捗管理を行っています。

〔金融商品の勧誘方針〕
　当組合は、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売などに係る勧誘にあたっては、次の事項を順守し、組合

員・利用者のみなさまに対して適正な勧誘を行います。

１．組合員・利用者のみなさまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考慮のうえ、適切な金

融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．組合員・利用者のみなさまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に理解していただく

ようつとめます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、組合員・利用者のみなさまの

誤解を招くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者のみなさまのご都合に合わせて行うようつとめます。

５．組合員・利用者のみなさまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実につとめます。

６．販売・勧誘に関する組合員・利用者のみなさまからのご質問やご照会については、適切な対応につとめます。

　利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の厳しい批判に鑑みれば、組合

員・利用者からの信頼を得るためには、法令などを順守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要になってい

ます。

　このため、コンプライアンス（法令等順守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、この徹底こそが不祥事を

未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上につながるとの観点にたち、コンプライアンスを重視した経営に取り組み

ます。

〔コンプライアンス基本方針〕

〔個人情報保護の取り組み〕
　平成１７年４月１日から、個人情報の保護に関する法律が施行されました。ＪＡ堺市では、組合員・お客さまからの

信頼が第一と考え、次の『個人情報保護方針』『セキュリティ基本方針』を掲げ、個人情報の漏えい、内容の改ざん

の防止などのための厳格な管理を実施します。なお、当組合における「個人情報の利用目的」は、本・支所店頭に掲

示するとともに、ホームページで公開しています。

◇法令順守の体制
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＜個人情報保護方針（平成１７年３月２４日制定）＞

　当組合は、組合員・利用者等のみなさまの個人情報を正しく取り扱うことが当組合の事業活動の基本であり社会的

責務であることを認識し、以下の方針を順守することを誓約します。

１．当組合は、個人情報を適正に取り扱うために、個人情報の保護に関する法律（以下「法」といいます。）その他、

個人情報保護に関する関係諸法令および農林水産大臣をはじめ主務大臣のガイドライン等に定められた義務を誠

実に順守します。

個人情報とは、法第２条第１項に規定する、生存する個人に関する情報で、特定の個人を識別できるものをいい、

以下も同様とします。

２．当組合は、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめご本人の同意を得た場合および法令により例外とし

て扱われるべき場合を除き、その利用目的の範囲内でのみ個人情報を取り扱います。

ご本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下同様とします。

３．当組合は、個人情報を取得する際、適正な手段で取得するものとし、利用目的を、法令により例外として扱われ

るべき場合を除き、あらかじめ公表するか、取得後速やかにご本人に通知または公表します。ただし、ご本人か

ら書面で直接取得する場合には、あらかじめ明示します。

４．当組合は、取り扱う個人データを利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つようつとめ、また安全管理のため

に必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に監督します。

個人データとは、法第２条第４項が規定する、個人情報データベース等（法第２条第２項）を構成する個人情報

をいい、以下同様とします。

５．当組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個人デー

タを第三者に提供しません。

６．当組合は、保有個人データにつき法令に基づきご本人からの開示、訂正等に応じます。

保有個人データとは、法第２条第５項に規定するデータをいいます。

７．当組合は、取り扱う個人情報につき、ご本人からの苦情に対し迅速かつ適切に取り組み、そのための内部体制の

整備につとめます。

８．当組合は、取り扱う個人情報について、適正な内部監査を実施するなどして、本保護方針の継続的な改善につと

めます。

＜セキュリティ基本方針（平成１７年３月２４日制定）＞

　当組合は、組合員・利用者等のみなさまとの信頼関係を強化し、より一層の安心とサービスを提供するため、組

合内の情報およびお預りした情報のセキュリティ※１の確保と日々の改善につとめることが当組合の事業活動の基本

であり、社会的責務であることを認識し、以下の方針を順守することを誓約します。

１．当組合は、情報資産を適正に取り扱うため、コンピュータ犯罪に関する法律、不正アクセス行為の禁止に関す

る法律、ＩＴ基本法その他の情報セキュリティに関係する諸法令、および農林水産大臣をはじめ主務大臣の指

導による義務を誠実に順守します。

２．当組合は、情報の取り扱い、情報システムならびに情報ネットワークの管理運用にあたり、適切な組織的・人

的・技術的安全管理措置を実施し、情報資産に対する不正な侵入、紛失、漏えい、改ざん、破壊、利用妨害な

どが発生しないようつとめます。

３．当組合は、情報セキュリティに関して、業務に従事する者の役割を定め、情報セキュリティ基本方針に基づき、

組合全体で情報セキュリティを推進できる体制を維持します。

４．当組合は、万一、情報セキュリティを侵害するような事象が起きた場合、その原因を迅速に解明し、被害を最

小限に止めるようつとめます。

５．当組合は、上記の活動を継続的に行うと同時に、新たな脅威にも対応できるよう、情報セキュリティマネジメ

ントシステム※２を確立し、維持改善につとめます。

※１　セキュリティ：安全管理

※２　情報セキュリティマネジメントシステム：

　　　組織的に情報セキュリティの維持と向上のための方策を立案、運用、見直し、改善すること

事業活動の案内事業活動の案内
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　金融商品取引法の一部を改正する法律（平成２０年６月１３日法律第６５号）により、利益相反管理体制の整備に係る農

業協同組合法の改正が、平成２１年６月１日より施行されたことに伴い、当組合では、組合員・利用者のみなさまの利

益が不当に害されることのないよう、農業協同組合法、金融商品取引法および関係するガイドラインならびに理事会

において決議した『利益相反管理方針』に基づき、利益相反のおそれのある取引を適切に管理するための体制を整備

し、適正に業務を遂行いたします。

＜利益相反管理方針の概要（平成２１年６月１日制定）＞

１．対象取引の範囲

　利益相反管理方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」は、当組合の行う信用事業関連業務、共済事

業関連業務または金融商品関連業務にかかるお客さまとの取引であって、お客さまの利益を不当に害するおそれ

のある取引をいいます。

２．利益相反のおそれのある取引の類型

　「利益相反のおそれのある取引」の類型としては、以下に掲げるものが考えられます。

�お客さまと当組合の間の利益が相反する類型

�当組合の「お客さまと他のお客さま」との間の利益が相反する類型

３．利益相反のおそれのある取引の特定の方法

利益相反のおそれのある取引の特定は、以下のとおり行います。

�利益相反のおそれのある取引について、利益相反管理統括部署があらかじめ類型化します。

�各部署においては、取引を行う際に、当該取引が利益相反のおそれのある取引として類型化された取引に該

当するか確認します。

�利益相反のおそれのある取引に該当すると判断した場合は、利益相反管理統括部署に報告します。

�各部署で、利益相反のおそれのある取引に該当するか判断しかねる場合、または、類型には該当しないが利

益相反のおそれのある取引に該当すると疑われる場合は、利益相反管理統括部署に相談します。

�利益相反管理統括部署は各部署からの相談を受けて、各部署と協議のうえ（必要に応じて関係部署と協議）、

当該取引が利益相反のおそれのある取引であるかの特定を行います。

４．利益相反の管理の方法

　当組合は、利益相反のおそれのある取引を特定した場合について、次に掲げる方法により当該お客さまの保護

を適正に確保いたします。

�対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う部門を分離する方法

�対象取引または当該お客さまとの取引の条件もしくは方法を変更し、または中止する方法

�対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、当該お客さまに適切に

開示する方法（ただし、当組合が負う守秘義務に違反しない場合に限ります）

�その他対象取引を適切に管理するための方法

５．利益相反のおそれのある取引の記録および保存

　利益相反の特定およびその管理のために行った措置については、当組合で定める内部規則に基づき適切に記録

し、保存いたします。

６．利益相反管理体制

�当組合は、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理に関する当組合全体の管理体制を統括す

るための利益相反管理統括部署およびその統括者を定めます。この統括部署は、営業部門からの影響を受け

ないものとします。また、当組合の役職員に対し、利益相反管理方針および利益相反管理方針を踏まえた内

部規則等に関する研修を実施し、利益相反管理についての周知徹底につとめます。

�利益相反管理統括者は、利益相反管理方針にそって、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管

理を実施するとともに、その有効性を定期的に適切に検証し、改善いたします。

７．利益相反管理体制の検証等

　当組合は、利益相反管理方針に基づく利益相反管理体制について、その適切性および有効性を定期的に検証し、

必要に応じて見直しを行います。

以上につき、ご不明な点がございましたら、本所総務部（℡：０７２- ２７８- ３３００）までご連絡ください。

〔利益相反管理体制の整備〕
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〔組合員からの監事への情報提供窓口の設置〕
　当組合の監事は、経営の健全な発展に資するため、農協法（法第３５条の５）および農協法施行規則（第８１条）にも

とづき、また、第２４回ＪＡ全国大会決議を実践するため、理事の職務の適正な遂行を阻害する行為に関する情報（組

合経営に関する事象に限る）の提供を求めています。

　当組合の理事の組合経営に関する気になる行為について、見たり聞いたりした事柄があれば封書にて下記宛に連絡

くださいますようお願いします。

堺市農業協同組合　監事会

記

　　　　　　　　　連絡先：住　　所　〒５９３- ８３０１　堺市西区上野芝町２丁１番１号

　　　　　　　　　　　　　受付監事　常任監事　　吉田　幸男　宛

※ご好意による情報提供であっても、 誹  謗 ・中傷に類似する内容のものは受付いたしかねますので、予めご了承く
ひ ぼう

ださい。

　また、当組合は、組合員・利用者のみなさまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、苦情・相談などの

専門窓口として下記の「苦情受付窓口」を設置しています。

【信用事業】　業　務　部（℡：０７２- ２７８- ３５００）　　【経済、指導、販売事業】営農経済部（℡：０７２- ２３４- １９００）

【共済事業】　業　務　部（℡：０７２- ２７８- ３３４５）　　【総務、人事関係】　　　総　務　部（℡：０７２- ２７８- ３３３３）

事業活動の案内事業活動の案内

　当組合では、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理および各部門の業務の遂行状況

を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・

改善につとめています。

　また、内部監査は、ＪＡの本所・支所のすべてを対象とし、年度の内部監査計画に基づき実施しています。監査結果

は代表理事組合長および監事に報告したのち被監査部門に通知され、被監査部門の改善取り組み状況を確認・指導して

います。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、ただち

に理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措置を講じています。

◇内部監査体制

Ⅰ．内部統制システムの整備に関する基本的考え方

１．当組合は、内部統制システムの整備にあたり、法令の順守、損失の危機管理および適正かつ効率的な事業運営を

目指し、ガバナンスの質の向上をはかります。

２．当組合は、上記内部統制システムの整備のため、内部統制整備プロジェクトを設置し、規程・体制等の整備を統

括するとともに、内部監査部署による適切性・有効性の検証を行い、組合としてリスクの高い項目についての監

査を実施することによって、内部統制システムの有効性を評価したうえ、必要な改善を実施します。

３．組合長は業務執行の最高責任者として、内部統制システムの整備および運用について責任をもって実施します。

Ⅱ．内部統制に関する体制の整備

１．理事および職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

①コンプライアンス（法令等順守）を当組合の重要課題として位置づけ、コンプライアンスに係る組合全体の考え

方を示した「コンプライアンス基本方針」「役職員の行動規範」、および役職員が順守すべき法令等の解説、違法

行為を発見した場合の対処方法等を具体的に示した手引書である「コンプライアンス・マニュアル」を役職員に

周知徹底します。さらにコンプライアンスを実現するための具体的な実践計画である「コンプライアンス・プロ

グラム」を毎年度制定することで役職員のコンプライアンス意識の向上をはかります。

②コンプライアンスを確保するための体制として、コンプライアンスに関する問題を一元的に管理・統括する部署

を総務部とし、コンプライアンス態勢全般の検討・審議を行う機関として常勤役員会を設置し、コンプライアン

ス統括部署で運営します。

◇内部統制システムに関する基本方針（平成２０年４月２５日制定）
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③内部監査部署は、内部管理態勢等の適切性・有効性の検証・評価を行います。監査の結果、改善要請を受けた部

署は、速やかに必要な対策を講じます。

④組合の業務に関する倫理や法令に抵触する可能性のある事項について、役職員が相談もしくは通報を行うことが

できる制度（ヘルプライン制度）の適切な運用を通して、内部通報制度の運営を確保します。

⑤財務報告の信頼性を確保するために、内部統制整備プロジェクトにより、財務にかかる業務の仕組みを整備、構

築し、必要に応じて業務の改善につとめます。

２．理事の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

①「文書管理規程」および「理事会議事録等保管管理および閲覧要領」に基づき理事会議事録・契約書・その他の

重要文書は、特定の管理部署等が責任をもって管理します。

②「文書管理規程」および「理事会議事録等保管管理および閲覧要領」に基づき、理事および職員の職務の執行に

係る情報の取り扱い・保存・管理が適切に行われることを徹底します。

③理事の職務の執行に係る文書については、関連資料とともに保存・管理するものとし、必要に応じた期間は閲覧

可能な状態を維持します。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当組合を取り巻くさまざまなリスクについて定めた「リスク管理基本方針」や「危機管理マニュアル」に従い、

事業全体のリスクを網羅的に管理します。

②総務部企画広報課は、リスク状況の管理およびリスク管理に係る体制の整備・運営等リスク管理の統合的管理を

担当します。

③災害や障害の発生など、緊急事態に陥った際は、「危機管理マニュアル」で規定した組織体制や指揮命令系統に

従い、業務の早期回復を行うための危機管理対応を行うものとします。

４．理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①理事および職員の「職制規程」に従い、各組織の所管事項や職務権限・責任を明確化し、適正かつ効率的な職務

の執行のための体制を整備・運用するものとします。

②理事会は、中長期の経営計画を策定し、全役職員に周知徹底します。

③定期的に理事会を開催し、理事の業務執行状況の監督を行います。

５．監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

　　監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合は、理事と協議のうえ、監査の補助に当たらせます。

６．理事および職員が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関する体制

①監事は、業務執行に関する重要な書類を閲覧し、必要に応じて理事ならびに職員に説明を求めることができます。

②理事および職員は法令等の違反行為、当組合に著しい損害を及ぼす恐れのある事実等を発見した場合には、監事

に報告することとします。

７．その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①常勤監事は、理事会のほか、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、重要な会議等に出席

します。

②監事は、組合の内部監査部門と緊密な連携を保ち、情報交換を行い、効率的で有効な監査を実施するようつとめ

ます。

③監事は、監査の実効性を高めるために必要に応じて能動的にＪＡ全国監査機構等の外部専門家と連携をはかりま

す。

④監事は、代表理事等との定期的会合をもち、監査上の重要課題等について意見を交換し、代表理事等との相互認

識を深めるようつとめます。
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主な事業の内容

　ＪＡ堺市は、みなさまの日常生活に欠かせない信用事業（貯金・貸付・為替）をはじめ、共済事業（生命・損害共済）、

購買事業、指導事業（営農・生活）のほか、販売事業などを総合的に営んでいます。そして、一般の営利企業とは本質的

に異なり、相互扶助をモットーに、組合員や地域のみなさまの暮らしのために、努力を重ねています。

　それでは、ＪＡ堺市の各事業を簡単に紹介します。

みなさまの暮らしを支えるJA堺市

　1 ．信用事業
　信用事業は、貯金、貸付（融資）、為替など、いわゆる銀行業務といわれる内容の業務を行っています。この信用事業

は、ＪＡ、信連、農林中金という三段階の組織が有機的に結びつき、ＪＡバンクとして大きな力を発揮しています。

国債窓販・投資信託

　利付国債（２・５・１０年）や個人向け国債を窓口販売して

います。また、本所では、証券投資信託の取り次ぎ業務を行

っています。

貯金業務

　組合員はもちろん地域のみなさまからの貯金をお預か

りしています。商品内容では、当座貯金、普通貯金、貯

蓄貯金、決済用貯金などの当座性貯金をはじめ、定期積

金や期日指定定期、スーパー定期、大口定期、変動金利

定期、据置定期などの定期性貯金を、目的、期間、金額

にあわせてご利用いただけます。

　ＪＡ堺市では、オンライン・ネットワークシステムを利用

して、各種自動受取・支払や定時送金、事業主のみなさまの

ための給与振込サービス、口座振替サービス、パソコンや携

帯電話によるインターネット・バンキングなど、いろいろな

サービスを行っています。

　ＪＡのキャッシュカードは、偽造被害防止に効果のあるＩ

Ｃキャッシュカードになっており、手のひら生態認証も付加

できます。全国のＪＡ・銀行・郵便局・信用金庫などのＣＤ

（現金自動支払機）・ＡＴＭ（現金自動預払機）でご利用い

ただけるほか、買い物などの支払いが即時可能なデビットカ

ードサービスも付加されています。

　組合員への貸付（融資）をはじめ、地域のみなさまの

暮らしや、農業者・事業者のみなさまの必要な資金をご

融資しています。また、地方公共団体、農業関連産業な

どへも融資し、地域経済の質的向上・発展に貢献してい

ます。さらに、㈱日本政策金融公庫をはじめとする政府

系金融機関等の代理貸付も取り扱っています。

貸付（融資）業務 その他サービス

事業活動の案内事業活動の案内

99

１ 4

5

　全国のＪＡ・信連・農林中金の各店舗や銀行・信用金

庫などの各店舗と為替網で結び、当組合の窓口を通して

全国の金融機関への振込や手形・小切手等の取り立てが、

安全・確実・迅速にできる内国為替を取り扱っています。

為替業務3

2
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　2 ．共済事業
　共済事業は、養老生命・終身・こども・年金・がん・医療共済など生命保険会社と同様の商品や、火災・自動車・自賠

責・傷害共済など損害保険会社と同様の商品を取り扱っています。さらに、自然災害にも強い力を発揮する建物更生共済

を取り扱っています。このように、みなさまの誕生から老後まで、生涯にわたる保障を提供しています。

　3 ．購買事業
　購買事業は、組合員をはじめ地域のみなさまの農業生産に必要な資材から家庭園芸用まで、肥料や農薬・農業機械など

のほか、食糧米や日用雑貨などの生活に必要な物資、環境にやさしい太陽熱温水器なども取り扱っています。

生活資材

　ＪＡ女性会を中心にＪＡ宅配倶楽部などの食品や石材、健

康器具などの廉価供給につとめています。

肥料・農薬・農業資材

　水稲や野菜、果樹などの肥料・農薬をはじめトラクタ

ーや田植機などの農業機械、噴霧器や小農具など農業に

必要な資材を取り扱っています。また、家畜の飼料や水

稲・園芸種子類も取り扱っています。

　“パールライス”として好評の食糧米は、銘柄米から

ブレンド米、無洗米まで、各種取りそろえています。

食 糧 米

　4 ．指導事業
　農家のみなさまに対する営農指導をはじめ、組合員・地域のみなさまを対象とした法律・税務相談のほか、資産運用相

談など、いろいろな指導・相談業務を行っています。指導・相談業務は、担当職員のほか、専門家による相談も実施して

いますので、お気軽にご利用ください。

　5 ．販売事業
　ＪＡ堺市に出荷された米は、地産地消ならびに食農教育の一環として、堺市内の小学校へ給食用に販売しています。ま

た、ハーベストの丘農産物直売所では、米をはじめ野菜や果物・花など、新鮮で「安全・安心」な地場農産物を中心に提

供しています。

1

2

3
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付利単位預入金額預入期間特 色 ・ 留 意 点種 別

１００円１円以上出し入れ自由
一冊の通帳に普通貯金と定期貯金をセットでき、「受け取る（給与・年金な
ど）・支払う（公共料金など）・蓄える・借りる（定期貯金で自動ご融資）」
の４つの機能が使えます。

総 合 口 座

無利息１円以上出し入れ自由
総合口座にセットされた普通貯金を無利息型にしたものです。貯金保険制度
によって全額保護されます。

普通貯金
無利息型

無利息１円以上出し入れ自由小切手や手形によるお支払いができ、事業には欠かせない貯金です。当 座 貯 金

１００円１円以上出し入れ自由
給与や年金などの自動受け取り、公共料金などの自動支払い機能を加えると
より便利に。キャッシュカードとあわせて、あなたのサイフ代わりに。普 通 貯 金

無利息１円以上出し入れ自由無利息型の普通貯金です。貯金保険制度によって全額保護されます。
無利息型
（決済用）

１円１円以上出し入れ自由基準残高（７段階に分かれる）によって金利の変わる有利な貯金です。貯 蓄 貯 金

１００円５万円以上７日以上短期の資金運用に最適です。お引き出しの２日前までにご連絡が必要です。通 知 貯 金

毎月、一定額を一定期間積み立てて、無理なくコツコツと蓄える商品です。この定期積金には、以下の種類が
あります。定 期 積 金

１円
毎月
１，０００円以上

１・２・３・
４・５年

掛金定額型と目標額設定型（預入期間２・３年のみ）の２種類があります。
スーパー
積 金

１円
毎月１，０００円
以上。ボーナ
ス月は増額

３・５年
年２回のボーナス月（月は自由設定）を併用し、大きく蓄えられます。ホテル
やレストラン、劇場などの協賛店で会員だけのサービスが受けられる「カト
レア倶楽部」に同時入会できます。目標額を５０万円の整数倍で設定できます。

カトレア
定期積金

１円
１回
１，０００円以上

１・２・３・
４・５年

当組合で公的年金や年金共済をお受け取りの方、もしくは６５歳以上の在日外
国人の方を対象に、２ヵ月ごとに一定額を積み立てて蓄える商品です。店頭
表示利回りに一定の利率を上乗せします。１回の掛金額は、１回当たりの年
金受け取り額が上限です。

隔月掛金
定期積金
（なごみ）

１円
毎月１０，０００円
以上５０，０００円
以内

１・２・３・
４・５年

満５５歳以上６５歳未満の方で、かつ公的年金（国民年金・厚生年金・共済年金）
のお受け取りを予約された方を対象にした商品です。当初契約時の定期積金
店頭表示利回りに０．３％を上乗せします。

プレ年金
定期積金
（そなえ得）

１円
１円以上
３００万円未満

１年以上
３年以内

１年が過ぎると、１ヵ月前の予告で、いつでも必要額のお引き出しができま
す。利息は、１年複利で計算します。期日指定定期

１円１円以上
１ヵ月以上
１０年以内

期間・金額など幅広く有利にご利用いただけます。３・４・５・７・１０年契
約では半年複利計算で、さらに有利に運用できます（単利型もあります）。
満期日の指定（１ヵ月超５年未満）もできます。

スーパー定期

１００円１，０００万円以上
１ヵ月以上
５年以内

まとまった資金を効率的に有利に運用できます。満期日の指定（１ヵ月超５
年未満）もできます。大 口 定 期

１円１円以上３年６ヵ月ごとに自動的に金利を見直しします。変動金利定期

１円
１万円以上
１，０００万円未満

６ヵ月以上
５年以内

６ヵ月経過後は、いつでも全額または一部引き出しができます。預入期間に
応じて６段階の金利設定があり、半年複利で計算します。据 置 定 期

１円１円以上
１年以上
５年以内

希望月（１・２・３・６ヵ月）ごとに、利息を分割して受け取ることができ
ます。スーパー定期型と大口定期型（預入金額１，０００万円以上）があります。

利 息 分 割
受取型定期

１円
１円以上
３００万円以内

１年
当組合で公的年金や年金共済をお受け取りの方、もしくは６５歳以上の在日外
国人の方を対象に、スーパー定期の店頭表示金利に０．５％を上乗せします（取
扱期間があります）。

なごみ定期

１円１円以上自由積立期間を定めずに、毎月自由に定期貯金にお預けいただけます。一 般 型

積
立
定
期

１円１円以上
１年～５年
（据置３ヵ月）

満期日（預入期間）を指定して、定期貯金にお預けいただけます。期間指定型

１円１円以上
積立期間１年
以上３０年以下

お客様の資金を定期的に積み立て一定期間据え置いた後、指定した受取間隔、
受取期間に応じて受け取れます。年 金 型

１円１００，０００円以上
据置期間２ヵ月
以上１０年以下

退職金等、まとまった資金を一括で預け入れ、一定期間据え置いた後、お客
様が指定する受取間隔、受取期間に応じて受け取れます。

一括預入
年 金 型

財形貯蓄（財産形成貯蓄貯金）は、勤労者を対象とした貯蓄です。給料からの自動振替で蓄えられます。財 形 貯 蓄

１円１，０００円以上３年以上積立額、貯蓄目的とも自由です。一般財形

１円１，０００円以上５年以上
住宅取得を目的にした貯蓄です。財形年金と合算で５５０万円まで非課税の特
典があります。財形住宅

１円１，０００円以上５年以上在職中に積み立て、６０歳以降に年金方式でお受け取りになれます。財形年金

─５万円単位２・５・１０年利率は固定金利で、銘柄により異なります。
長期国債
中期国債国

債

─１万円単位１０年６ヵ月ごとに利率が変わる変動金利で、個人のみが対象となります。
個人向け国債
（変動１０）

─１万円単位５年固定金利で、個人のみが対象となります。
個人向け国債
（固定５）

事業活動の案内事業活動の案内
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■信用事業〔貸付（融資）商品一覧表〕

融 資 期 間融 資 金 額資金使途・留意事項商 品 名

１０年以内５００万円以内
認定新規就農者や農業後継者を対象に、農業経営の安
定と拡大の支援のための資金を低利でご融資します。

新規就農者育成資金

要

項

貸

付

３０年以内
（用途により異なる）

８億円以内
認定農業者・担い手農業者・エコ農産物認証者など、
正組合員に特化した農業資金を中長期かつ低利でご融
資します。

農 業 振 興 資 金

３０年以内
（用途により異なる）

８億円以内
マンションの建築など不動産の有効利用に必要な資金
を低利でご融資します。

不動産賃貸事業資金

２５年以内
（用途により異なる）

１億円以内
農業経営生活刷新・農地取得・納税資金など、幅広く
ご利用いただけます。

農協単独低利資金

１０年以内
共済解約返戻金または満期共済
金の８０％以内（どちらか低い方）

ＪＡ共済のご契約者を対象とした資金です。ご加入の
長期共済を担保としてご融資します。

共 済 担 保 貸 付

３５年以内５，０００万円以内
住宅の新築や購入（土地・中古住宅を含む）、他金融
機関からの借換資金にご利用いただけます。

住 宅 ロ ー ン

各

種

ロ

ー

ン

１０年６ヵ月以内５００万円以内
増改築や補修など住宅のグレードアップ資金に。介護
を目的としたリフォームなら、さらに低利でご融資し
ます。

リフォームローン
介護リフォームローン

５年以内３００万円以内
買い物・レジャー・結婚など、お使いみちは自由です。
介護資金なら、さらに低利でご融資します。

ク ロ ー バ ロ ー ン
介護クローバローン

７年以内５００万円以内
自動車の購入、車庫の建築資金など、お車に関する資
金にご利用いただけます。

マ イ カ ー ロ ー ン

５年以内３００万円以内
ＪＡからご購入される商品の代金にご利用いただけま
す。

購 買 ロ ー ン

１０年以内１，０００万円以内
農業機械などを取得する資金（農機具購入・修理など、
パイプハウスなど資材・建設費用、またこれらの借換
資金など）にご利用いただけます。

農機ハウスローン

据置期間を含め
最長１３年６ヵ月以内
（在学期間＋７年６ヵ月）

５００万円以内
学校への就学に必要な資金（入学金・授業料・下宿代
など）にご利用いただけます。

教 育 ロ ー ン

５年以内
（定期積金満期日まで）

２００万円以内
（定期積金給付契約額の範囲内）

急に資金が必要な時に、ご契約の定期積金でご融資し
ます。

定 期 積 金 ロ ー ン

２年の自動更新
（旧契約は１年）

５０万円以内
買い物・レジャー・結婚など、お使いみちは自由です。
ローンカード（キャッシュカード）を使って、出し入
れも自由です。

カ ー ド ロ ー ン当
座
貸
越
型

１年の自動更新３００万円以内お使いみちも出し入れも自由な、ビッグな資金です。ワイドカードローン

１年の自動更新３００万円以内
農業経営資金や営農に必要な資金をご融資します。普
通貯金にセットして出し入れ自由です。

営 農 ロ ー ン

（注）　このほか、国や地方公共団体の制度資金など、各種資金を取り扱っています。担保・保証やその他ご融資条件、ご返済方法など、
くわしくは支所窓口でおたずねください。

　　　なお、ＪＡのご利用度に応じてご融資利率を軽減する制度（一部ローン対象）もあります。

■信用事業〔金融取り次ぎ商品一覧表〕

特 色 ・ 留 意 点種 別

証券投資信託の略称で、一般投資家による証券投資を容易にすることを目的としてつくられています。複数の投資家から資
金を集めて一つにまとめ、運用の専門家が金融・証券市場で株式や公社債等のいろいろな有価証券に分散投資し、その運用
成果を分配金として投資家に還元する仕組みです。ただし、預貯金保険の対象ではありません。また、貯金と異なり、元本
や利息の保証はありません。投資した資産の価値の減少を含むリスクは、ご購入者が負うことになります。

投 資 信 託



※税務・法律相談は予約制です。お問い合わせ・お申し込みは支所窓口へ。

■共済事業〔長期共済〕

特 徴種 類

働き盛りの年代を大きな保障で守るとともに、ニーズにあわせた特約により８０歳までの入院・通院・手術などの保
障も万全です。

終 身 共 済

生

命

総

合

共

済

万一の場合の大きな保障とともに、生活設計にあわせて満期共済金もお受け取りになれる共済です。養老生命共済

お子さまの成長にあわせて必要な教育資金や結婚・独立資金が準備できます。入園・入学にあわせて祝い金がお受
け取りになれるタイプもあります。

こども共済

入院・手術・死亡を一生涯にわたって保障する共済で、定期特約、生活保障特約を付加することで、ライフプラン
に応じた死亡保障を確約することができます。

医 療 共 済

すべての「がん」を一生涯保障します。しかも、入院共済金を初日から無制限でお受け取りになれます。また、手
術や退院後の療養までを幅広く保障します。

が ん 共 済

病気やケガによる日帰り入院から所定の手術まで、安心の医療保障を簡単な加入手続きと手軽な掛け金で８０歳まで
保障します。

定期医療共済

安定した老後を過ごすため、公的年金だけでは不十分な部分をカバーするのに最適です。生涯にわたり、あるいは
一定期間、年金のお受け取りができる共済です。

年 金 共 済

家屋や家財、そこに住む人までを、火災をはじめ地震などの自然災害から守る保障範囲の広い共済です。建物更生共済損害
共済

商品・サービスのご案内
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■営農・生活・相談サービス

内 容 ・ 留 意 事 項分 類

農業技術や農業経営に関する指導・相談を営農センターで行っています。営農指導・営農相談

本所で毎週火曜日と顧問税理士事務所で毎月第２木曜日（ともに一部月を除く）に、無料相談を行っています。税 務 相 談

毎月第１・３木曜日と第４土曜日（一部月を除く）に、本所で顧問弁護士による無料相談を行っています。法 律 相 談

毎日の農産物市況（南部合同青果市場）と病害虫防除情報をお知らせしています。
（営農テレホンサービス℡：０７２- ２７７- ３５９１、ホームページ上でも掲載しています）。

営 農 テ レ ホ ン
サ ー ビ ス

■購買・販売事業〔主な購買品目〕

内 容 ・ 留 意 事 項分 類

家畜類（牛・鶏）の単味飼料、配合飼料飼 料

生

産

資

材

水稲・野菜・果樹・園芸用肥料や土壌改良材肥 料

水稲・野菜・果樹・園芸用農薬（殺虫・殺
菌・除草剤ほか）

農 薬

農用ビニール・ポリ、ＰＯフィルムほか保 温 資 材

カミタイ・キュウリネットほか包 装 資 材

農業機械・農機具・農機部品、精米機ほか農 業 機 械

重油・エンジンオイル石 油 類

ハウス施設・温水器・白アリ駆除工事ほか建 築 資 材

水稲・園芸種子、園芸用品ほかそ の 他

　内容・留意事項分 類

パールライス・宅配食品ほか食 料 品
生

活

物

資

長靴・雨ガッパほか衣 料 品

石材・仏壇仏具ほか耐久消費材

紙製品、健康器具ほか日用保健雑貨用品

マメタン・レンタンほかそ の 他

■共済事業〔短期共済〕

特 徴種 類

掛け捨てタイプのため、わずかな掛金で家屋と家財の大きな保障を約束します。火 災 共 済

車両、対人・対物賠償、搭乗者特約など、わずかな掛金でワイドに保障します。「クルマスター」の登場で、さらに
保障範囲が広がりました

自 動 車 共 済

法律によって、すべての自動車に加入が義務づけられています。自動車共済とのセット契約で、安心の輪が広がり
ます。

自 賠 責 共 済

住宅や店舗の管理上の不備や欠陥によって生じた事故、買い物や旅行など日常生活によって生じた事故（自動車事
故を除く）で、他人を死傷させた場合や他人の財産に損害を与えた場合に保障します。

賠 償 責 任 共 済

日常生活から旅行など、あらゆる場面の保障タイプをご用意しています。傷 害 共 済

内 容 ・ 留 意 事 項分 類

野菜・米・花き・果樹・卵ほか農 業 生 産 品

〔主な販売品目〕

事業活動の案内事業活動の案内
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■貯金業務に関するもの

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

６３０１冊５０枚小切手帳交付
一 般 口

当

座

貯

金

１枚２６２円６３０１冊３０枚約束手形交付

４，２００─新 規 登 録

署 名 鑑 ２，１００─変 更

無　料─廃 止

口座開設時に徴収３，１５０１口座口 座 開 設専用約束手形口
（ マ ル 専 ） ５２５１ 枚手形用紙交付

５２５１ 枚自己宛小切手発行

２１０１ 通残高証明書発行

２１０１ 件取引明細表発行

２１０１ 通利息支払証明書発行

紛失・汚損等、貯金者の管理
責任に帰する場合

５２５１ 冊貯金通帳再

発

行

５２５１ 通貯金証書

５２５１ 枚キャッシュカード

１，０５０１ 枚ＩＣキャッシュカード

（単位：円、消費税込）

信用事業取扱手数料一覧

（注）１．祝日とは、１月１～３日と５月３～５日を除く「国民の祝日に関する法律」で定める全休日（祝日・振替休日）とします。ただし、５月３～５日
  のいずれかが日曜日と重なる場合は稼働します。
 ２．利用時間帯のカッコ内時刻は、中部南支所・東百舌鳥支所・久世支所・東陶器支所・金岡支所の５店舗の稼働終了時刻です。
 ３．残高照会はいずれの場合も無料でご利用いただけます。

■ＡＴＭ（現金自動預払機）利用に関するもの

備 考手 数 料利 用 時 間 帯
手 数 料 種 類

取 引取 引 媒 体

無料

８：４５～１９：００（２１：００）平　日

入 金

支 払 い
ＪＡキャッシュカード

９：００～１７：００

土曜日

日曜日

祝 日

１０５８：４５～１８：００
平　日

支 払 い他行キャッシュカード

２１０１８：００～１９：００（２１：００）

１０５９：００～１４：００
土曜日

２１０１４：００～１７：００

２１０９：００～１７：００日曜日

２１０９：００～１７：００祝 日

無料８：４５～１８：００
平　日

自 動

キャッシング
クレジットカード

１０５１８：００～１９：００（２１：００）

無料９：００～１４：００
土曜日

１０５１４：００～１７：００

１０５９：００～１７：００日曜日

１０５９：００～１７：００祝 日

（単位：円、消費税込）
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■内国為替取引に関するもの

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

当組合店舗間を含む４２０１ 件系 統 あ て送
金 ６３０１ 件他 行 あ て

当組合店舗間を含む
２１０３万円未満　１件

系 統 あ て
窓

口

利

用
振

込

４２０３万円以上　１件

５２５３万円未満　１件
電 信 扱 い

他行あて
７３５３万円以上　１件

４２０３万円未満　１件
文 書 扱 い

６３０３万円以上　１件

当組合店舗間を含む
１０５３万円未満　１件

系 統 あ て
振 込 機
（ Ａ Ｔ Ｍ ）
利 用

３１５３万円以上　１件

４２０３万円未満　１件
他 行 あ て

６３０３万円以上　１件

１０５３万円未満　１件
系 統 あ て

インターネット
バ ン キ ン グ

２１０３万円以上　１件

２１０３万円未満　１件
他 行 あ て

４２０３万円以上　１件

２１０１ 通府 内
集 中 取 立代

金

取

立

６３０１ 通府 外

６３０１ 通普 通 扱 い
個 別 取 立

８４０１ 通至 急 扱 い

・手数料を超える経費を要す
る場合は、その実費を申し
受けます。
・隔地間とは、大阪手形交換
所区域外のものをいいます。

６３０１ 件送 金 ・ 振 込 の 組 戻 料
そ

の

他

６３０１ 通代金取立にかかる不渡手形返却料

６３０１ 通代金取立にかかる取立手形組戻料

６３０１ 通取立手形店頭呈示料（隔地間）

（単位：円、消費税込）

（注）系統とは、農業（漁業）協同組合、信用農業（漁業）協同組合連合会、農林中央金庫をいい、他行とは系統以外の金融機関をいいます。

事業活動の案内事業活動の案内
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■貸出業務に関するもの （単位：円、消費税込）

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

２１０１ 通残 高 証 明 書 発 行

２１０１ 件取 引 明 細 表 発 行

２１０１ 通融 資 証 明 書 発 行

無料１ 通住 宅 取 得 年 末 残 高 証 明 書 発 行

２１０１ 通貸 付 金 ・ 利 息 払 込 証 明 書 発 行

印鑑証明書、資格証明書各１通を含む１，０５０１ 部権 利 者 の 同 意 書 発 行

１，０５０１ 枚ロ ー ン カ ー ド 発 行

５，２５０住 宅 ロ ー ン
繰 上 償 還

３，１５０リ フ ォ ー ム ロ ー ン

返済をともなわないもの
５，２５０住 宅 ロ ー ン

条 件 変 更
３，１５０リ フ ォ ー ム ロ ー ン

■そ　の　他

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

無料１～１００枚

邦 貨 両 替両 替 業 務 ２１０１０１～５００枚

３１５５０１枚以上

無料国債等の口座管理
口 座 管 理
（保護預り）
業 務

無料投信窓販の保護預り

２１０１ 通残 高 証 明 書 発 行

手数料＝有償払込額× 
Ａ

１，０００

２．６２５

料
率
（
Ａ
）

有償払込額　　５０百万円未満
一

括

払

込

株 式 払 込
事 務 受 託

２．１００有償払込額　　５０百万円以上

１．５７５有償払込額　１００百万円以上

１．２６０有償払込額　３００百万円以上

月割　２，１００円２５，２００年 額夜 間 金 庫 使 用 料

（単位：円、消費税込）

信用事業取扱手数料一覧
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系統セーフティネット
　当組合の貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制度である「貯金保険制度（農水産業

協同組合貯金保険制度）」との２重のセーフティネットで守られています。

◇「ＪＡバンクシステム」の仕組み

　ＪＡバンクは、全国のＪＡ・信連・農林中央金庫（ＪＡバンク会員）で構成するグループの名称です。組合員・利用

者のみなさまに、便利で安心な金融機関としてご利用いただけるよう、ＪＡバンク会員の総力を結集し、実質的にひと

つの金融機関として活動する「ＪＡバンクシステム」を運営しています。

　「ＪＡバンクシステム」は「破綻未然防止システム」と「一体的事業推進」を２つの柱としています。

◇「破綻未然防止システム」の機能

　「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンク全体としての信頼性を確保するための仕組みです。ＪＡバンク法（農林中

央金庫および特定農業協同組合等による信用事業の再編および強化に関する法律）に基づき、「ＪＡバンク基本方針」

を定め、ＪＡの経営上の問題点の早期発見・早期改善のため、国の基準よりもさらに厳しいＪＡバンク独自の自主ルー

ル基準（達成すべき自己資本比率の水準、体制整備など）を設定しています。

　また、ＪＡバンク全体で個々のＪＡの経営状況をチェックすることにより適切な経営改善指導を行います。

◇「一体的な事業推進」の実施

　良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提案力の強化、共同運営システムの利用、

全国統一のＪＡバンクブランドの確立等の一体的な事業推進に取り組んでいます。

◇貯金保険制度

　貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合などに、貯金者を保護し、また資

金決済の確保をはかることによって、信用秩序の維持に資することを目的とする制度で、銀行、信金、信組、労金など

が加入する「預金保険制度」と同様の制度です。

＜貯金等の保護の範囲＞

○農水産業協同組合が破綻したときに貯金保険で保護される貯金等の額は、平成１７年４月以降、保険の対象となる貯金等

のうち、決済用貯金（無利息、要求払い、決済サービスを提供できること、という３要件を満たす貯金）に該当するも

のは全額であり（恒久処置）、それ以外の貯金等については１農水産業協同組合ごとに貯金者１人当たり元本１，０００万円

までとその利息等となります。

○保険の対象となる貯金等のうち決済用貯金以外の貯金等で元本１，０００万円を超える部分および保険対象外の貯金等なら

びにこれらの利息等については、破綻農水産業協同組合の財産の状況に応じて支払われるため、一部カットされること

があります。

＊本内容については、貯金保険機構ホームページより引用しています。詳細については、同ホームページ

（http://www.sic.or.jp/index.html）をご参照ください。

事業活動の案内事業活動の案内

（注）１．「無利息、要求払い、決済サービスを提供できること」という３条件を満たすものです。

　　　２．このほか、納税準備貯金、貯金保険の対象貯金を用いた積立・財形貯蓄商品が該当します。

　　　３．定期積金の給付補てん金も利息と同様保護されます。

保 護 の 範 囲貯 金 等 の 分 類

全　額　保　護
（恒久措置）

決済用貯金（注１）
（利息のつかない等の３要件を満たす貯金）

当 座 貯 金
普 通 貯 金
別 段 貯 金

貯
金
保
険
の
対
象
貯
金
等

元本の合計１，０００万円までとその利息
等（注３）を保護

一般貯金等
（決済用貯金以外の貯金）

定期貯金・貯蓄貯金・通知貯金・
定期積金・農林債権（リツノーワ
イド等の保護預り専用商品）等
（注２）

保護対象外
外貨貯金、譲渡性貯金、農林債権（ワリノー、リツノーの保護預り専用
商品以外の商品）等

貯
金
保
険
の

対
象
外
貯
金
等

破綻農水産業協同組合の財産の状
況に応じて支払われます（一部カ
ットされることがあります）

１，０００万円を超える部分は、破綻
農水産業協同組合の財産の状況に
応じて支払われます（一部カット
されることがあります）



経営資料 経営資料 
平成20年度 
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貸借対照表
（単位：千円）

負 債 お よ び 純 資 産資 産

平成１９年度
（平成２０年３月３１日現在）

平成２０年度
（平成２１年３月３１日現在）

科 目平成１９年度
（平成２０年３月３１日現在）

平成２０年度
（平成２１年３月３１日現在）

科 目

３２８，９１９，３１０３４２，０９０，２２９１．  信 用 事 業 負 債３３６，２８６，４１５３４８，８４７，８８９１．  信 用 事 業 資 産

３２３，８１３，３７２３３７，５１６，８９３�  貯 金１，３７１，４２９１，６０３，０８９�  現 金

──�  譲 渡 性 貯 金２４５，３３５，５６３２５５，８１７，５４４�  預 金

４，２７５，１９７３，８５１，３７３�  借 入 金２４５，３３５，５６３２５５，８１７，５４４系 統 預 金

８２９，６９７７２０，４２０�  その他の信用事業負債００系 統 外 預 金

５４３，７７７５９１，１９８未 払 費 用──�  金 銭 の 信 託

２８５，９１９１２９，２２２そ の 他 の 負 債２８，０６０，２０９２７，３５５，５１５�  有 価 証 券

１，０４２１，５４１�  睡眠貯金払戻引当金１９，３５４，４４０１９，７３３，８１９国 債

──�  債 務 保 証──地 方 債

１，１６５，９５３１，１７１，２８７２．  共 済 事 業 負 債──政 府 保 証 債

４９３，６０２４８９，５９１�  共 済 借 入 金４９９，８４０４９９，８９０金 融 債

２５４，９４１２７８，８８０�  共 済 資 金８，２０５，９２８７，１２１，８０４社 債

８，７１６７，８７５�  共 済 未 払 利 息５９，８２５，２１９６２，３１０，７１６�  貸 出 金

４０６，６０４３９２，４４２�  未経過共済付加収入１，８９７，７５２１，９７４，２４３�  その他の信用事業資産

２，０８８２，４１６�  共 済 未 払 費 用１，８８０，９９４１，９５３，６３５未 収 収 益

─８０�  その他の共済事業負債１６，７５８２０，６０７そ の 他 の 資 産

４６，０９１４８，９５１３．  経 済 事 業 負 債△２０３，７５９△２１３，２１９�  貸 倒 引 当 金

３９，８６６４３，３１５�  経 済 事 業 未 払 金５０２，２３６５００，６４０２．  共 済 事 業 資 産

６，２２４５，６３５�  経 済 受 託 債 務４９６，００７４９５，１４８�  共 済 貸 付 金

──�  その他の経済事業負債８，６４７７，９２９�  共 済 未 収 利 息

──４．  設 備 借 入 金０６�  その他の共済事業資産

＊─５．  リ ー ス 債 務△２，４１９△２，４４２�  貸 倒 引 当 金

５４３，３９０５０６，０２４６．  雑 負 債１２６，８９８１２９，４３８３．  経 済 事 業 資 産

＊１２２，９０４�  未 払 法 人 税 等──�  受 取 手 形

＊３８３，１２０�  そ の 他 の 雑 負 債６７，８６７６３，０６１�  経 済 事 業 未 収 金

１，１５１，６８７１，０７１，８５３７．  諸 引 当 金──�  経 済 受 託 債 権

９８，３０１９８，８９９�  賞 与 引 当 金５９，３６０６６，６８１�  棚 卸 資 産

９７８，３９０８９８，４６２�  退 職 給 付 引 当 金５７，８３７６３，０５９購 買 品

７４，９９５７４，４９２�  役員退任慰労引当金＊３，６２２販 売 品

００８．  繰 延 税 金 負 債１，５２２─その他の棚卸資産

３３１，８２６，４３２３４４，８８８，３４６負 債 合 計──�  その他の経済事業資産

１４，４８８，６１７１４，８２８，１２９１．  組 合 員 資 本△３２８△３０４�  貸 倒 引 当 金

１，０７４，６１８１，０９０，２４５�  出 資 金５０，７８０４１，５５７４．  雑 資 産

２２，２４９２２，２４９�  資 本 準 備 金５０，７８０４１，５５７�  雑 資 産

１３，３９５，７５５１３，７２２，１２１�  利 益 剰 余 金──�  貸 倒 引 当 金

２，１８３，７１３２，１８３，７１３利 益 準 備 金１，８８６，５４８２，１２８，４０６５．  固 定 資 産

１１，２１２，０４２１１，５３８，４０８その他利益剰余金１，８７８，１３９＊�  有 形 固 定 資 産

１，４００，０００１，４００，０００信用事業基盤強化積立金３，０４３，９２５＊減 価 償 却 資 産

４３０，０００４３０，０００施設整備積立金△１，９７０，０４３＊減価償却累計額

１００，０００１００，０００有価証券価格変動積立金７７４，４３２＊土 地

６２０，０００６２０，０００貸出債権積立金２９，８２５＊建 設 仮 勘 定

９，３６５７，８６８圧 縮 積 立 金＊２，１２０，５２２�  有 形 固 定 資 産

７，９９０，２９７８，２９０，２９７特 別 積 立 金＊３，３７８，３２６減価償却資産（リース資産除く）

６６２，３７８６９０，２４１当期未処分剰余金＊△２，０３２，４２４減価償却累計額

（　　　３９２，８５１）（　　　３６３，４７５）（うち当期剰余金）＊７７４，６２０土 地

△４，００５△６，４８７�  処 分 未 済 持 分＊─リ ー ス 資 産

１３，２０６１０，０６０２．  評 価 ・ 換 算 差 額 等＊─減価償却累計額

１３，２０６１０，０６０�  その他有価証券評価差額金＊０建 設 仮 勘 定

８，４０９７，８８４�  無 形 固 定 資 産

７，０９９，９２９７，７１０，５４３６．  外 部 出 資

７，０９９，９２９７，７１０，５４３�  外 部 出 資

６，７１２，４５９７，３１３，８３３系 統 出 資

３８７，４７０３９６，７１０系 統 外 出 資

──�  外部出資等損失引当金

１４，５０１，８２４１４，８３８，１８９純 資 産 合 計３７５，４４８３６８，０５９７．  繰 延 税 金 資 産

３４６，３２８，２５７３５９，７２６，５３６負債および純資産合計３４６，３２８，２５７３５９，７２６，５３６資 産 合 計

Ⅰ　決算の状況経 営 資 料経 営 資 料

11

　表示方法変更科目＊
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損益計算書

平成１９年度

　

平成２０年度
科 目

平成１９年度平成２０年度
科 目

５６，７２４５６，９５５�  利 用 事 業 収 益３，３１２，６７８３，２９０，９９８１．  事 業 総 利 益

４１，１７７４３，７３１	  利 用 事 業 費 用３，８４６，０２７４，０２７，７０７�  信 用 事 業 収 益

１５，５４７１３，２２４利 用 事 業 総 利 益３，７７２，７３９３，９４３，２２８資 金 運 用 収 益

１２，９６０１３，３６６
  指 導 事 業 収 入（　　２，０６９，４６２）（　　２，２７５，９２８）（う ち 預 金 利 息）

９７，３９８１００，２２７�  指 導 事 業 支 出（　　　３１８，０４９）（　　　２６７，６６９）（うち有価証券利息）

△８４，４３７△８６，８６０指 導 事 業 収 支 差 額（　　１，１７６，０１８）（　　１，１８７，６７３）（うち貸出金利息）

２，８１９，８７４２，８６６，８１７２．  事 業 管 理 費（　　　２０９，２０９）（　　　２１１，９５６）（うちその他受入利息）

１，９２４，８４６１，９６５，６６７�  人 件 費４７，２５７４７，９５１役務取引等収益

４１１，４０９４１３，１１７�  業 務 費００その他事業直接収益

１１５，８２１１２２，６０４�  諸 税 負 担 金２６，０３０３６，５２７その他経常収益

３６４，０７３３５５，８９４�  施 設 費１，４３５，６１６１，６３６，８５８�  信 用 事 業 費 用

３，７２３９，５３４�  その他事業管理費１，１３２，６７７１，３２６，２１３資 金 調 達 費 用

４９２，８０４４２４，１８０事 業 利 益（　　１，０５４，１１８）（　　１，２３３，５８５）（う ち 貯 金 利 息）

１１６，７５２１２３，５９１３．  事 業 外 収 益（　　　３１，１６３）（　　　５３，２４５）（うち給付補てん備金繰入）

──�  受 取 雑 利 息（　　　　　─）（　　　　　─）（うち譲渡性貯金利息）

９９，４８０１０７，７２５�  受 取 出 資 配 当 金（　　　３９，１６４）（　　　３８，０２６）（うち借入金利息）

１３，６３７１１，２０８�  賃 貸 料（　　　　８，２３１）（　　　　１，３５６）（うちその他支払利息）

３，６３４４，６５７�  雑 収 入９，１６６１０，５８２役務取引等費用

９，９９５２０，３３１４．  事 業 外 費 用００その他事業直接費用

２，３５１２，３９７�  支 払 雑 利 息２９３，７７２３００，０６１その他経常費用

──�  貸 倒 損 失（　　　２０，２３２）（　　　　９，４５９）（うち貸倒引当金繰入額）

５０５０�  寄 付 金（　　　　１，０４２）（　　　　１，３０３）（うち睡眠貯金払戻引当金繰入額）

４８８５３４�  減 価 償 却 費２，４１０，４１１２，３９０，８４８信 用 事 業 総 利 益

７，１０５１７，３４９�  雑 損 失９４８，１２４９５４，２４８�  共 済 事 業 収 益

５９９，５６１５２７，４４１経 常 利 益９１６，４６５９２２，８４９共 済 付 加 収 入

８４４２４５．  特 別 利 益１７，６０４１６，９９２共済貸付金利息

──�  固 定 資 産 処 分 益１４，０５４１４，４０６そ の 他 の 収 益

７５０─�  一 般 補 助 金７４，１３５７６，５９９�  共 済 事 業 費 用

９４２４�  貸倒引当金戻入益１７，５７２１６，９４７共済借入金利息

──�  その他の特別利益４８，１０６５０，８５１共 済 推 進 費

１８，３７１１１，００８６．  特 別 損 失６５０共 済 保 全 費

１７，６２１１０，７１４�  固 定 資 産 処 分 損８，３９１８，７９９そ の 他 の 費 用

＊─�  リ ー ス 解 約 損（　　　　　　０）（　　　　　２３）（うち貸倒引当金繰入額）

７５０─�  固 定 資 産 圧 縮 損８７３，９８８８７７，６４９共 済 事 業 総 利 益

──�  減 損 損 失５７１，４７５５８９，９８８�  購 買 事 業 収 益

─２９３�  その他の特別損失５６０，６４７５７８，８０８購 買 品 供 給 高

５８２，０３４５１６，４５６税 引 前 当 期 利 益──購 買 手 数 料

１６０，７５０１４４，４４９７．  法人税・住民税および事業税１０，８２８１１，１７９そ の 他 の 収 益

２８，４３２８，５３１８．  法 人 税 等 調 整 額５１５，１５４５３３，５１１�  購 買 事 業 費 用

３９２，８５１３６３，４７５当 期 剰 余 金５０７，８２３５２６，７３９購買品供給原価

２６９，５２６３２６，７６５前 期 繰 越 剰 余 金５，４５３４，９５６購 買 品 供 給 費

６６２，３７８６９０，２４１当 期 未 処 分 剰 余 金１，８７８１，８１４そ の 他 の 費 用

（　　　　　６１）（　　　　　　０）（うち貸倒引当金繰入額）

５６，３２０５６，４７６購 買 事 業 総 利 益

１２０，３４２１３２，７４２�  販 売 事 業 収 益

９５，３０９１０８，２６５販 売 品 販 売 高

２３，７００２３，１７２販 売 手 数 料

１，３３２１，３０４そ の 他 の 収 益

７９，４９３９３，０８１�  販 売 事 業 費 用

７４，８５１８８，２１１販売品販売原価

１，９０１２，６１３販 売 費

２，７４０２，２５５そ の 他 の 費 用

４０，８４８３９，６６０販 売 事 業 総 利 益

平成１９年４月１日から
平成２０年３月３１日まで

平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

（単位：千円）

平成１９年４月１日から
平成２０年３月３１日まで

平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで
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平成１９年度平成２０年度
科 目

１．事業活動によるキャッシュ・フロー

５８２，０３４５１６，４５６税引前当期利益

１２６，３０８１２２，１７７減価償却費

２０，１９９９，４５９貸倒引当金の増加額

１，０４２４９９睡眠貯金払戻引当金の増加額

２，７２０５９７賞与引当金の増加額

△１１０，９４８△７９，９２８退職給付引当金の増加額

８，４４０△５０３役員退任慰労引当金の増加額

─９９７その他引当金等の増加額

△３，７７３，４６９△３，９４６，３８２信用資金運用収益

１，１３２，６７７１，３２６，２１３信用資金調達費用

△１７，６０４△１６，９９２共済貸付金利息

１７，５７２１６，９４７共済借入金利息

△９９，４８０△１０７，７２５受取雑利息および受取出資配当金

２，３５１２，３９７支払雑利息

７２９３，３６５有価証券関係損益

１７，６２１１０，７１４固定資産除去損

（信用事業活動による資産および負債の増減）

△５，６２１，１５１△２，４８５，４９７貸出金の純増減

△６，２００，０００△１０，４５０，０００預金の純増減

１２，４２９，８３６１３，７０３，５２１貯金の純増減

△４７１，３７６△４２３，８２４信用事業借入金の純増減

６，８７５△３，７８４その他の信用事業資産の純増減

△１９０，７７７△１８３，７１１その他の信用事業負債の純増減

（共済事業活動による資産および負債の増減）

△１８，６１８８５９共済貸付金の純増減

１９，０１７△４，０１０共済借入金の純増減

△９７，４４１２３，９３８共済資金の純増減

△１８，６７３△１４，１６１未経過共済付加収入の純増減

△１，３７７３２７共済未払費用の純増減

１５△６その他の共済事業資産の純増減

─８０その他の共済事業負債の純増減

（経済事業活動による資産および負債の増減）

△１６，６３１４，８０５受取手形および経済事業未収金の純増減

（単位：千円）

平成１９年度平成２０年度
科 目

３，８２６△７，３２１棚卸資産の純増減

△１２，４１５３，４４９支払手形および経済事業未払金の純増減

５１３△５８９経済事業受託債務の純増減

（その他の資産および負債の純増減）

１６，２５５９，２２３その他の資産の純増減

１５，６７９△８，３３４その他の負債の純増減

３，４７８，０４３３，８７３，６２３信用事業資金運用による収入

△８７５，００２△１，２５１，７２６信用事業資金調達による支出

１７，２２０１７，７１０共済貸付金利息による収入

△１７，１３４△１７，７８９共済借入金利息による支出

─△２９，８２５その他

３５６，８７９６１５，２５４小 計

９９，４８０１０７，７２５雑利息および出資配当金の受取額

△２，２３８△２，３８５雑利息の支払額

△２２７，９４１△１７８，９０５法人税等の支払額

２２６，１７９５４１，６８８事業活動によるキャッシュ・フロー

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

─△１，０１９，９６０有価証券の取得による支出

６７１，０００１，７１７，０００有価証券の償還による収入

７５０─補助金の受入による収入

△２５９，９１０△３４５，９２３固定資産の取得による支出

△６５０，４８５△６１０，６１４外部出資の取得による支出

△２３８，６４５△２５９，４９７投資活動によるキャッシュ・フロー

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

１７，０８６３０，４６４出資の増額による収入

△３，９６５△１１，９０５出資の払戻しによる支出

△４，００５─持分の取得による支出

２，９６２─持分の譲渡による収入

△３６，４２１△３７，１０９出資配当金の支払額

△２４，３４３△１８，５５０財務活動によるキャッシュ・フロー

△３６，８０９２６３，６４０４．現金および現金同等物の増加額

２，１９３，８０３２，１５６，９９３５．現金および現金同等物の期首残高

２，１５６，９９３２，４２０，６３４６．現金および現金同等物の期末残高

Ⅰ　決算の状況

キャッシュ・フロー計算書

平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

平成１９年４月１日から
平成２０年３月３１日まで

平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで

平成１９年４月１日から
平成２０年３月３１日まで

経 営 資 料経 営 資 料
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Ⅰ．重要な会計方針

１．記載金額の端数処理

　貸借対照表および損益計算書の記載金額は、千円未満を切り捨てて表

示しています。

２．有価証券の評価基準および評価方法

　有価証券の評価は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成１１年１月２２日）に基づき、有価証券の保有区分

ごとに次のとおり行っています。

　満期保有目的の債券については、その銘柄の異なるごとに移動平均法

による償却原価法によって評価しています。

　その他有価証券で、時価のあるものについてはその銘柄の異なるごと

に時価により評価し、移動平均法による償却原価法により計算した帳簿

価額との差額を税効果調整後、純資産の部「その他有価証券評価差額金」

に計上しています。

３．棚卸資産で購買品と販売品の評価基準および評価方法は次のとおりで

す。

�　購買品……売価還元法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

�　販売品……最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産等の減価償却の方法

�　有形固定資産（リース資産除く）

建物（建物付属設備を除く）

①　平成１０年３月３１日以前に取得したもの

法人税法に規定する旧定率法

②　平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日までに取得したもの

法人税法に規定する旧定額法

③　平成１９年４月１日以降に取得したもの

法人税法に規定する定額法

建物以外

①　平成１９年３月３１日以前に取得したもの

法人税法に規定する旧定率法

②　平成１９年４月１日以降に取得したもの

法人税法に規定する定率法

また、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物および構築物　　　　　　８年～５０年

機械装置および運搬具　　　　３年～１２年

器具・備品　　　　　　　　　３年～１５年

�　無形固定資産（リース資産除く）

　定額法を採用しています。また、当組合利用のソフトウェアについ

ては、組合内における利用可能期間（５年間）で定額法により償却し

ています。

　なお、上記�から�の２０万円未満の資産等については、一時損金経

理を行っています。

５．引当金の計上基準

�　貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産の自己査定基準および償

却・引当基準により、次のとおり計上しています。

　正常先債権および要注意先債権（要管理先債権を含む）については、

貸倒実績率で算定した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金額を計

上しています。なお、この基準に基づき、当期末は租税特別措置法第

５７条の１０により算定した金額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性

が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に対す

る債権については、債権額から担保の処分見込額および保証による回

収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的

に判断し必要と認める金額を計上しています。

　破産、特別精算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以

下「破綻先」という。）に対する債権、および法的に経営破綻の事実

が発生していないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下

「実質破綻先」という。）に対する債権については、帳簿価額から担

保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しています。

　すべての債権は、資産査定要領に基づき、総務部が資産査定を実施

し、同部署から独立した監査室が査定結果を監査しており、その査定

結果に基づいて、上記の引当を行っています。

Ⅰ．重要な会計方針

１．記載金額の端数処理

　貸借対照表および損益計算書の記載金額は、千円未満を切り捨てて表

示しています。

２．有価証券の評価基準および評価方法

　有価証券の評価は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成１１年１月２２日）に基づき、有価証券の保有区分

ごとに次のとおり行っています。

　満期保有目的の債券については、その銘柄の異なるごとに移動平均法

による償却原価法によって評価しています。

　その他有価証券で、時価のあるものについてはその銘柄の異なるごと

に時価により評価し、移動平均法による償却原価法により計算した帳簿

価額との差額を税効果調整後、純資産の部「その他有価証券評価差額金」

に計上しています。

３．棚卸資産の評価基準および評価方法は次のとおりです。

�　購買品……売価還元法に基づく原価法

�　販売品……最終仕入原価法に基づく原価法

４．固定資産等の減価償却の方法

�　有形固定資産

建物（建物付属設備を除く）

①　平成１０年３月３１日以前に取得したもの

法人税法に規定する旧定率法

②　平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日までに取得したもの

法人税法に規定する旧定額法

③　平成１９年４月１日以降に取得したもの

法人税法に規定する定額法

建物以外

①　平成１９年３月３１日以前に取得したもの

法人税法に規定する旧定率法

②　平成１９年４月１日以降に取得したもの

法人税法に規定する定率法

また、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物および構築物　　　　　　８年～５０年

機械装置および運搬具　　　　４年～８年

器具・備品　　　　　　　　　３年～１５年

�　無形固定資産

　定額法を採用しています。また、当組合利用のソフトウェアについ

ては、組合内における利用可能期間（５年間）で定額法により償却し

ています。

　なお、上記�から�の２０万円未満の資産等については、一時損金経

理を行っています。

５．引当金の計上基準

�　貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産の自己査定基準および償

却・引当基準により、次のとおり計上しています。

　正常先債権および要注意先債権（要管理先債権を含む）については、

貸倒実績率で算定した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金額を計

上しています。なお、この基準に基づき、当期末は租税特別措置法第

５７条の１０により算定した金額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性

が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に対す

る債権については、債権額から担保の処分見込額および保証による回

収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的

に判断し必要と認める金額を計上しています。

　破産、特別精算等、法的経営破綻の事実が発生している債務者（以

下「破綻先」という。）に対する債権、および法的に経営破綻の事実

が発生していないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下

「実質破綻先」という。）に対する債権については、帳簿価額から担

保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しています。

　すべての債権は、資産査定要領に基づき、総務部が資産査定を実施

し、同部署から独立した監査室が査定結果を監査しており、その査定

結果に基づいて、上記の引当を行っています。

平成２０年度 平成１９年度
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Ⅰ　決算の状況経 営 資 料経 営 資 料

�　退職給付引当金

　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期に発生している

と認められる額を計上しています。

　なお、数理計算上の差異については、各期の発生時における職員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生期から費用処理することとしています。

�　賞与引当金

　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する

支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上しています。

�　役員退任慰労引当金

　役員退任慰労引当金は、役員の退任慰労金の支給に備えて、役員退

任慰労金規程による期末要支給額を計上しています。

�　睡眠貯金払戻引当金

　睡眠貯金払戻引当金は、利益計上した睡眠貯金について貯金者から

の払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく

将来の払戻損失見込額を計上しています。

６．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引でリース取引開始日が平成２０年３月３１日以前のリー

ス取引については、引き続き通常の賃貸借に準じた会計処理によってい

ます。

７．消費税の会計処理の方式

　消費税の会計処理については税抜方式を採用しています。ただし、資

産に係る控除対象外消費税については、繰延消費税として「雑資産」に

計上し、法人税法の定める期間（５年間）で毎期均等償却しています。

Ⅱ．会計方針の変更

１．棚卸資産の評価に関する会計基準

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」〔企業会計基準第９号　平成１８

年７月５日（企業会計基準委員会　平成２０年９月２６日改正）〕が平成２０

年４月１日以降開始する事業年度から適用されることとなったことに伴

い、当期より同会計基準を適用しています。

　この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合と比べ、税引前当期

利益は２９３千円減少しています。なお、事業利益および経常利益に与え

る影響はありません。

２．リース取引に関する会計基準

　「リース取引に関する会計基準」〔企業会計基準第１３号　平成５年６

月１７日（企業会計審議会　第一部会　平成１９年３月３０日改正）〕ならび

に「リース取引に関する会計基準の適用指針」〔企業会計基準適用指針

第１６号　平成６年１月１８日（日本公認会計士協会　会計制度委員会　平

成１９年３月３０日改正）〕が平成２０年４月１日以降開始する事業年度から

適用されることとなったことに伴い、当期より同会計基準および同適用

指針を適用しています。

　この変更に伴い、損益に与える影響は軽微です。

Ⅲ．表示方法の変更

　平成２１年３月１９日農林水産省令第１３号「農業協同組合法施行規則の一部

を改正する省令」および「リース取引に関する会計基準」〔企業会計基準

第１３号　平成５年６月１７日（企業会計審議会　第一部会　平成１９年３月３０

日改正）〕ならびに「リース取引に関する会計基準の適用指針」〔企業会計

基準適用指針第１６号　平成６年１月１８日（日本公認会計士協会　会計制度

委員会　平成１９年３月３０日改正）〕の適用等に伴い、以下のとおり表示を

変更しています。

１．貸借対照表関係

�　「棚卸資産」の内書きとして「販売品」の表示を追加しています。

�　「有形固定資産」の内書きの「減価償却資産」を「減価償却資産（リ

ース資産除く）」と表示し、「リース資産」およびリース資産に係る「減

価償却累計額」の表示を追加しています。

�　「無形固定資産」に「リース資産」を追加し、従来の「無形固定資

産」を「その他の無形固定資産」として表示しています。

�　負債の部に「リース債務」を追加しています。

�　退職給付引当金

　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期に発生している

と認められる額を計上しています。

　数理計算上の差異については、各期の発生時における職員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額

を、それぞれ発生期から費用処理することとしています。

�　賞与引当金

　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する

支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上しています。

�　役員退任慰労引当金

　役員退任慰労引当金は、役員の退任慰労金の支給に備えて、役員退

任慰労金規程による期末要支給額を計上しています。

�　睡眠貯金払戻引当金

　睡眠貯金払戻引当金は、利益計上した睡眠貯金について貯金者から

の払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく

将来の払戻損失見込額を計上しています。

６．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借に準じた会計処理によっ

ています。

７．消費税の会計処理の方式

　消費税の会計処理については税抜方式を採用しています。ただし、資

産に係る控除対象外消費税については、繰延消費税として「雑資産」に

計上し、法人税法の定める期間（５年間）で毎期均等償却しています。

Ⅱ．会計方針の変更

１．平成１９年度の法人税法の改正（「所得税法の一部を改正する法律　平

成１９年３月３０日　法律第６号」および「法人税法施行令の一部を改正す

る政令　平成１９年３月３０日　政令　第８３号」）に伴い、当期から、平成１９

年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法

に規定する減価償却の方法により、減価償却費を計上しています。

　この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合に比べ、減価償却費

が１，３５４千円増加し、事業利益、経常利益および税引前当期利益がそれ

ぞれ１，３５４千円減少しています。

２．一定の要件を満たす睡眠貯金については、従来、時効貯金として負債

計上を中止するとともに利益計上を行い、貯金者からの払戻請求時に費

用として処理していましたが、「租税特別措置法上の準備金および特別

法上の引当金または準備金並びに役員退職慰労金等に関する監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第４２号平成１９年

４月１３日）が平成１９年４月１日以後開始する事業年度から適用されたこ

とをふまえ、貯金者からの返還（支払）請求に備えることで将来の支出

時における一時的な費用負担を回避し、期間損益の適正化および財務内

容の健全化を図るため、当期末から同報告を適用しています。

　これにより、従来の方法に比べ、信用事業のその他経常費用が１，０４２

千円増加し、事業利益、経常利益および税引前当期利益がそれぞれ１，０４２

千円減少しています。

Ⅲ．表示方法の変更

　平成２０年３月２８日農林水産省令第１７号「農業協同組合法施行規則の一部

を改正する省令」が、平成１９年４月１日以後開始する事業年度から適用さ

れること等に伴い、当期末から以下のとおり表示を変更しています。

１．貸借対照表関係

�　「雑資産」を「雑資産」と「貸倒引当金」に区分して表示していま

す。

�　「役員退任給与引当金」を「役員退任慰労引当金」と表示していま

す。

平成２０年度 平成１９年度
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�　「雑負債」を「未払法人税等」と「その他の雑負債」に区分して表

示しています。

�　控除項目の表示について、各事業資産の「貸倒引当金（控除）」を

「貸倒引当金」に、固定資産の「減価償却累計額（控除）」を「減価

償却累計額」にそれぞれ表示を変更しています。

２．損益計算書関係

�　「特別損失」に「リース解約損」を追加しています。

Ⅳ．追加情報

　平成２０年度の法人税法の改正に伴い、減価償却資産の法定耐用年数につ

いて、機械装置等の耐用年数の見直しが行われており、当期から改正後の

耐用年数を適用しています。

　これにより、従来と同一の方法によった場合と比べ、減価償却費が２，７１２

千円減少し、事業利益、経常利益および税引前当期利益がそれぞれ２，７１２

千円増加しています。

Ⅴ．貸借対照表に関する注記

１．貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権および貸出

条件緩和債権の額の合計額は１０８，６４３千円であり、その内訳は次のとお

りです。

破綻先債権　　　　　　　　　　７９，１３６千円

延滞債権　　　　　　　　　　　２９，５０６千円

３ヵ月以上延滞債権　　　　　　　　―千円

貸出条件緩和債権　　　　　　　　　―千円

　なお、それぞれの定義は以下により行っています。

イ．「破綻先債権」とは、元本または利息の支払いの遅延が相当期間継

続していることその他の事由により元本または利息の取り立てまたは

弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒

償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホに掲げる事由

または第４号に規定する事由が生じているものをいいます。

ロ．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金で破綻先債権および債務

者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予

したもの以外の貸出金をいいます。

ハ．「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本または利息の支払いが約定支払

日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金（破綻先債権および延滞

債権を除く。）をいいます。

ニ．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建または支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利になる取り決めを行った貸出金（破綻先

債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権を除く。）をいいます。

２．国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している当期圧

縮記帳累計額は２，８３９千円であり、当期は圧縮記帳を実施していません。

なお、累計額は、平成１４年度からの合計額です。

３．理事、監事に対する金銭債権の総額は、１３０，７７６千円です。

４．理事、監事に対する金銭債務はありません。

５．為替決済取引の担保として、大阪府信用農業協同組合連合会に対して

定期預金５，０００，０００千円を差し入れています。

６．貸出金には、他の債権より債務の履行が後順位である旨の特約が付さ

れた大阪府信用農業協同組合連合会に対する劣後特約付貸出金４，６００，０００

千円が含まれています。

７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸

付けることを約する契約です。この契約に係る融資未実行残高は３，８４９，３７４

千円です。

　なお、この契約は、融資実行されずに終了するものもあるため、融資

未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来キャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。この契約には、金融情勢の変化、債権の

保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申込みを受けた融

資の拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けら

れています。また、契約時において必要に応じて不動産等の担保を徴求

するなどの与信保全上の措置等を講じています。

２．損益計算書関係

�　「信用事業費用」の「その他経常費用」の内書きとして、「睡眠貯金

払戻引当金繰入額」を表示しています。

Ⅳ．追加情報

　平成１９年度の法人税法の改正に伴い、平成１９年３月３１日以前に取得した

有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により、取得価額の５％（償却可能限度額）に到達した事業年度の翌事

業年度から取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上しています。

　これにより、従来の方法に比べ、減価償却費が４，４２０千円増加し、事業

利益４，４１６千円、経常利益および税引前当期利益がそれぞれ４，４２０千円減少

しています。

Ⅴ．貸借対照表に関する注記

１．貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権および貸出

条件緩和債権の額の合計額は１０７，９３５千円であり、その内訳は次のとお

りです。

破綻先債権　　　　　　　　　　３９，３３４千円

延滞債権　　　　　　　　　　　６８，６０１千円

３ヵ月以上延滞債権　　　　　　　　―千円

貸出条件緩和債権　　　　　　　　　―千円

　なお、それぞれの定義は以下により行っています。

イ．「破綻先債権」とは、元本または利息の支払いの遅延が相当期間継

続していることその他の事由により元本または利息の取り立てまたは

弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒

償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホに掲げる事由

または第４号に規定する事由が生じているものをいいます。

ロ．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金で破綻先債権および債務

者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予

したもの以外の貸出金をいいます。

ハ．「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本または利息の支払いが約定支払

日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金（破綻先債権および延滞

債権を除く。）をいいます。

ニ．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建または支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利になる取り決めを行った貸出金（破綻先

債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権を除く。）をいいます。

２．国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している当期圧

縮記帳額は７５０千円で、累計額は２，８３９千円です。なお、累計額は、平成

１４年度からの合計額です。

３．理事、監事に対する金銭債権の総額は、９２，８５８千円です。

４．理事、監事に対する金銭債務はありません。

５．担保に供されている資産は次のとおりです。

担保に供されている資産　定期預金　５，０００，０００千円

６．貸出金には、他の債権より債務の履行が後順位である旨の特約が付さ

れた大阪府信用農業協同組合連合会に対する劣後特約付貸出金４，６００，０００

千円が含まれています。

７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸

付けることを約する契約です。この契約に係る融資未実行残高は４，２２７，６９９

千円です。

　なお、この契約は、融資実行されずに終了するものもあるため、融資

未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来キャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。この契約には、金融情勢の変化、債権の

保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申込みを受けた融

資の拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けら

れています。また、契約時において必要に応じて不動産等の担保を徴求

するなどの与信保全上の措置等を講じています。

平成２０年度 平成１９年度
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Ⅵ．損益計算書に関する注記

１．信用事業収益の「その他経常収益」には、睡眠貯金の繰入額５，５２９千

円が含まれています。

２．特別利益の「貸倒引当金戻入益」は、購買事業にかかるものです。

３．特別損失のうちの「その他の特別損失」には、棚卸資産（購買品）の

収益性の低下に伴う簿価切下げによる棚卸評価損２９３千円が含まれてい

ます。

Ⅶ．リース取引に関する注記

１．リース物件の所有権が借り手に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっています。なお、リース物件の所有権が借り手に移転

すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引は次のとおりで

す。

�　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残

高相当額

�　未経過リース料期末残高相当額

１年以内　　　　　　　　　　　　　　　　　４，９５６千円

１年超　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，４５９千円

合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，４１５千円

�　当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

支払リース料　　　　　　　　　　　　　　　７，０１６千円

減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　６，６５３千円

支払利息相当額　　　　　　　　　　　　　　　３４９千円

�　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によって

います。

�　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については利息法によっています。

Ⅷ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金超過額　　　　　　　　　　　　　３１，１５３千円

退職給付引当金超過額　　　　　　　　　　　２８３，０１５千円

賞与引当金に係る未払費用　　　　　　　　　　４，３９３千円

役員退任慰労引当金超過額　　　　　　　　　２３，４６４千円

別段貯金　　　　　　　　　　　　　　　　　２８，４３３千円

未払事業税否認額　　　　　　　　　　　　　　９，０７１千円

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１，７０６千円

繰延税金資産計　　　　　　　　　　　　　　３９１，２３９千円

評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　△１２，７１６千円

繰延税金資産合計（Ａ）　　　　　　　　　　３７８，５２２千円

（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　　△３，０１１千円

外部出資　　　　　　　　　　　　　　　　　△２，７８６千円

その他有価証券評価益　　　　　　　　　　　△４，６６５千円

繰延税金負債合計（Ｂ）　　　　　　　　　　△１０，４６３千円

繰延税金資産の純額（Ａ＋Ｂ）　　　　　　　３６８，０５９千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が

法定実効税率の５％以下であるため記載を省略しています。

Ⅵ．損益計算書に関する注記

１．信用事業収益の「その他経常収益」には、睡眠貯金の繰入額３，２８４千

円が含まれています。

２．信用事業費用の「その他経常費用」には、睡眠貯金の払戻し額３１０千

円が含まれています。

３．特別利益の「貸倒引当金戻入益」は、共済事業にかかるものです。

４．「法人税、住民税および事業税」には、過年度の住民税３，３９０千円が含

まれています。

Ⅶ．リース取引に関する注記

１．リース物件の所有権が借り手に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっています。なお、リース物件の所有権が借り手に移転

すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引は次のとおりで

す。

�　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残

高相当額

�　未経過リース料期末残高相当額

１年以内　　　　　　　　　　　　　　　　１５，８１３千円

１年超　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，４１４千円

合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　２４，２２８千円

�　当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

支払リース料　　　　　　　　　　　　　　１７，１４１千円

減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　１６，０８０千円

支払利息相当額　　　　　　　　　　　　　　　９７３千円

�　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によって

います。

�　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については利息法によっています。

Ⅷ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金超過額　　　　　　　　　　　　　２９，８８３千円

退職給付引当金超過額　　　　　　　　　　　２９７，４３０千円

賞与引当金に係る未払費用　　　　　　　　　　４，３６８千円

役員退任慰労引当金超過額　　　　　　　　　２２，７９８千円

別段貯金　　　　　　　　　　　　　　　　　２９，０２５千円

未払事業税否認額　　　　　　　　　　　　　　９，４９３千円

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１，８１８千円

繰延税金資産計　　　　　　　　　　　　　　４０４，８１５千円

評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　△１７，３９６千円

繰延税金資産合計（Ａ）　　　　　　　　　　３８７，４１９千円

（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　　△３，４３６千円

外部出資　　　　　　　　　　　　　　　　　△２，６８９千円

その他有価証券評価益　　　　　　　　　　　△５，８４４千円

繰延税金負債合計（Ｂ）　　　　　　　　　　△１１，９７０千円

繰延税金資産の純額（Ａ＋Ｂ）　　　　　　　３７５，４４８千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　３０．４％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　　３．１％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目　　△２．４％

住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　　　１．１％

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３％

税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　３２．５％

（単位：千円）

合 計そ の 他器具備品機械装置

２４，６０８─２４，６０８─取 得 価 額 相 当 額

１６，４６４─１６，４６４─減価償却累計額相当額

８，１４３─８，１４３─期 末 残 高 相 当 額

（単位：千円）

合 計そ の 他器具備品機械装置

７１，７４３─７１，７４３─取 得 価 額 相 当 額

４８，３０４─４８，３０４─減価償却累計額相当額

２３，４３９─２３，４３９─期 末 残 高 相 当 額

平成２０年度 平成１９年度
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３．法人税等の税率の変更により繰延税金資産および繰延税金負債の金額

が修正されたときの内容および影響額

　「地方法人特別法に関する暫定措置法」（平成２０年法律第２５号）が平

成２０年４月３０日に公布され、平成２０年１０月１日以降開始する事業年度か

ら法人事業税の所得割および収入割の標準税率が引き下げられ、この引

き下げられた税収額に相当する地方法人特別税が創設されており、この

地方法人特別税を含めて算出しています。また、法定実効税率の算出に

使用する住民税率を標準住民税率から実態にあわせ、本所所在地の住民

税率を使用するよう変更し算出しています。

　これらにより、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用した法

定実効税率は、前期の３０．４％から３１．５％に変更しています。

　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）

が１３，０１４千円増加し、当期に費用計上された法人税等調整額が１３，０１４千

円減少し、その他有価証券評価差額金が１６１千円減少しています。

Ⅸ．有価証券に関する注記

１．売買目的有価証券

該当ありません

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

３．子会社および関連会社株式で時価のあるもの

該当ありません

４．その他有価証券で時価のあるもの

　なお、上記評価差額から繰延税金負債４，６２６千円を差し引いた額１０，０６０

千円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

５．当期中に売却した満期保有目的の債券

該当ありません

６．当期中に売却したその他有価証券

該当ありません

７．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額

該当ありません

８．保有目的区分を変更した有価証券

該当ありません

９．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の期

間ごと償還予定額

Ⅹ．退職給付に関する注記

１．採用している退職給付制度

　職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、適格退職年金

制度による退職給付制度を採用しています。

Ⅸ．有価証券に関する注記

１．売買目的有価証券

該当ありません

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

３．子会社および関連会社株式で時価のあるもの

該当ありません

４．その他有価証券で時価のあるもの

　なお、上記評価差額から繰延税金負債５，７６８千円を差し引いた額１３，２０６

千円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

５．当期中に売却した満期保有目的の債券

該当ありません

６．当期中に売却したその他有価証券

該当ありません

７．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額

該当ありません

８．保有目的区分を変更した有価証券

該当ありません

９．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の期

間ごと償還予定額

Ⅹ．退職給付に関する注記

１．採用している退職給付制度

　職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、適格退職年金

制度による退職給付制度を採用しています。

（単位：千円）

評価差額時 価
貸借対照表
計 上 額

種 類
うち損うち益

９１７，７５６１５，７６７△９０１，９８８１８，０９９，８００１９，００１，７８８国 債

０６，３０９６，３０９５０６，２００４９９，８９０金融債

２０３，４２６０△２０３，４２６６，９１８，３７８７，１２１，８０４社 債

１，１２１，１８３２２，０７７△１，０９９，１０６２５，５２４，３７８２６，６２３，４８４合 計

（単位：千円）

評価差額時 価
貸借対照表
計 上 額

種 類
うち損うち益

９６５，４４００△９６５，４４０１７，５３５，６００１８，５０１，０４０国 債

０８，０５９８，０５９５０７，９００４９９，８４０金融債

１３５，１９９１７，６８０△１１７，５１９８，０８８，４０９８，２０５，９２８社 債

１，１００，６３９２５，７３９△１，０７４，９００２６，１３１，９０９２７，２０６，８０９合 計

（単位：千円）

１０年 超
５ 年 超
１０年以内

１ 年 超
５年以内

１年以内種 類

４，５００，９５６１４，１１１，８７２９８９，７９４１３１，１９６国 債

００４９９，８９００金 融 債

１，９００，０００４，２０５，３１２１，０１６，４９２０社 債

６，４００，９５６１８，３１７，１８４２，５０６，１７８１３１，１９６合 計

（単位：千円）

１０年 超
５ 年 超
１０年以内

１ 年 超
５年以内

１年以内種 類

６，５０１，０４０１２，２０９，２８１５２６，３４９１１７，７６９国 債

００４９９，８４００金 融 債

２，７００，０００５，５０５，９２８００社 債

９，２０１，０４０１７，７１５，２０９１，０２６，１８９１１７，７６９合 計

（単位：千円）

評価差額
貸借対照表
計 上 額

取 得 原 価
または償却原価

種 類
うち損うち益

１２５１４，８１１１４，６８６７３２，０３１７１７，３４４国 債

１２５１４，８１１１４，６８６７３２，０３１７１７，３４４合 計

（単位：千円）

評価差額
貸借対照表
計 上 額

取 得 原 価
または償却原価

種 類
うち損うち益

２５０１９，２２６１８，９７５８５３，４００８３４，４２４国 債

２５０１９，２２６１８，９７５８５３，４００８３４，４２４合 計

平成２０年度 平成１９年度
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２．退職給付債務およびその内訳

退職給付債務　　　　　　　　　　　　△２，６９０，０６２千円

年金資産　　　　　　　　　　　　　　　１，８２６，３１７千円

未積立退職給付債務　　　　　　　　　　△８６３，７４４千円

未認識数理計算上の差異　　　　　　　　△３４，７１７千円

退職給付引当金　　　　　　　　　　　　△８９８，４６２千円

３．退職給付費用の内訳

勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　１０８，５８６千円

利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　４８，６５８千円

期待運用収益　　　　　　　　　　　　　△２８，３０５千円

数理計算上の差異の費用処理額　　　　　　△６，１８６千円

退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　１２２，７５２千円

４．退職給付債務等の計算基礎

割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．７０％

期待運用収益率　　　　　　　　　　　　　　　１．５１％

退職給付見込額の期間配分方法　　　　　期間定額基準

数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　　　　３年

５．特例業務負担金

　法定福利費には、厚生年金保険制度および農林漁業団体職員共済組合

制度の統合を図るための農林漁業団体共済組合法等を廃止する等の法律

附則５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等

の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金を含めて計上

しています。

　なお、当事業年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金

の額は、１８，８６６千円となっています。

　また、翌事業年度以降において組合が負担することが見込まれる特例

業務負担金の総額は３６８，４８８千円（平成２１年３月現在における平成４４年

３月までの特例業務負担金将来見込額）となっています。

XI．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

１．現金および現金同等物の資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲については、貸借対照

表上の「現金」および「預金」のうち、「現金」および「預金」中の当

座預金、普通預金および通知預金となっています。

２．現金および現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係は以下のとおりです。

平成２０年３月３１日

現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　 ２４６，７０６，９９３千円

当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　 △２４４，５５０，０００千円

現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　２，１５６，９９３千円

平成２１年３月３１日

現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　 ２５７，４２０，６３４千円

当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　 △２５５，０００，０００千円

現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　２，４２０，６３４千円

２．退職給付債務およびその内訳

退職給付債務　　　　　　　　　　　　△２，８６２，２４２千円

年金資産　　　　　　　　　　　　　　　１，８７４，５５８千円

未積立退職給付債務　　　　　　　　　　△９８７，６８４千円

未認識数理計算上の差異　　　　　　　　　　９，２９２千円

退職給付引当金　　　　　　　　　　　　△９７８，３９０千円

３．退職給付費用の内訳

勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　１０７，８８６千円

利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　４９，２１６千円

期待運用収益　　　　　　　　　　　　　△２３，８２４千円

数理計算上の差異の費用処理額　　　　　△３９，９６０千円

退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　９３，３１７千円

４．退職給付債務等の計算基礎

割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．７０％

期待運用収益率　　　　　　　　　　　　　　　１．３０％

退職給付見込額の期間配分方法　　　　　期間定額基準

数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　　　　３年

５．法定福利費には、厚生年金保険制度および農林漁業団体職員共済組合

制度の統合を図るための農林漁業団体共済組合法等を廃止する等の法律

附則５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等

の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金を含めて計上

しています。

　なお、当事業年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金

の額は、１６，１２９千円となっています。

　また、翌事業年度以降において組合が負担することが見込まれる特例

業務負担金の総額は３８９，１６５千円（平成２０年３月現在における平成４４年

３月までの特例業務負担金将来見込額）となっています。

XI．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

１．現金および現金同等物の資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲については、貸借対照

表上の「現金」および「預金」のうち、「現金」および「預金」中の当

座預金、普通預金および通知預金となっています。

２．現金および現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係は以下のとおりです。

平成１９年３月３１日

現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　２４０，５４３，８０３千円

当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　　△２３８，３５０，０００千円

現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　２，１９３，８０３千円

平成２０年３月３１日

現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　２４６，７０６，９９３千円

当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　　△２４４，５５０，０００千円

現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　２，１５６，９９３千円

平成２０年度 平成１９年度



剰余金処分計算書

平成１９年度
総代会承認日
平成２０年６月２０日

平成２０年度
総代会承認日

平成２１年６月２０日
項 目

６６２，３７８６９０，２４１当 期 未 処 分 剰 余 金

１，４９６１，３２１積 立 金 取 崩 額

１，４９６１，３２１圧 縮 積 立 金

３３７，１０９３３７，５３８剰 余 金 処 分 額

３００，０００３００，０００任 意 積 立 金

３００，０００３００，０００特 別 積 立 金

３７，１０９３７，５３８出 資 配 当 金

（３．５％）（３．５％）（出資配当率）

３２６，７６５３５４，０２３次 期 繰 越 剰 余 金

（単位：千円）

平成１９年度

２．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用、および広報誌『ＣＲＯＰ』の編集・発行費用

にあてるための繰越額５０，０００，０００円が含まれています。
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（注）１．目的積立金の種類、積立目的、積立目標額、積立基準等は次のとおりです。

貸出債権積立金有価証券価格変動積立金施設設備積立金信用事業基盤強化積立金種 類

貸出金の強化に必要
な資金を積み立てる

有価証券運用の価格変動
リスクに対して必要な資
金を積み立てる

中長期的に予定する施 
設の取得に必要な資金 
を積み立てる

信用事業の改善・発展 
に必要な資金を積み立 
てる

積 立 目 的

期末貸出残高の１００
分の２．５

期末有価証券残高の１００
分の５を限度とする

５億円
期末貯金・定期積金残 
高の１００分の１．５

積 立 目 標 額

目標額の範囲内において、当期剰余金を参酌し積み立てる積 立 基 準

貸倒損失により、当
期剰余金に重要な影
響を与える場合にそ
の減少額等の範囲内
で取り崩す

時価の著しい下落にとも
なう評価損計上（減損処
理）により、当期剰余金
に重要な影響を与える年
度に当該減損処理相当額
を取り崩す

積立目的が達成された 
日の属する決算期を含 
む５年の間で、当該年 
度の費用相当分を参酌 
の上、計画的に取り崩 
す

信用事業の基盤に重大 
な影響があるという事 
実が発生した場合にそ 
の減少等の範囲内で取 
り崩す

取 崩 基 準

────当 期 積 立 額

６２０，０００，０００円１００，０００，０００円４３０，０００，０００円１，４００，０００，０００円当期積立累計額

（注）１．目的積立金の種類、積立目的、積立目標額、積立基準等は次のとおりです。

平成２０年度

貸出債権積立金有価証券価格変動積立金施設整備積立金信用事業基盤強化積立金種 類

貸出金の強化に必要
な資金を積み立てる

有価証券運用の価格変動
リスクに対して必要な資
金を積み立てる

中長期的に予定する施
設の取得に必要な資金
を積み立てる

信用事業の改善・発展
に必要な資金を積み立
てる

積 立 目 的

期末貸出残高の１００
分の２．５

期末有価証券残高の１００
分の５を限度とする

５億円
期末貯金・定期積金残
高の１００分の１．５

積 立 目 標 額

目標額の範囲内において、当期剰余金を参酌し積み立てる積 立 基 準

貸倒損失により、当
期剰余金に重要な影
響を与える場合にそ
の減少額等の範囲内
で取り崩す

時価の著しい下落にとも
なう評価損計上（減損処
理）により、当期剰余金
に重要な影響を与える年
度に当該減損処理相当額
を取り崩す

積立目的が達成された
日の属する決算期を含
む５年の間で、当該年
度の費用相当分を参酌
の上、計画的に取り崩
す

信用事業の基盤に重大
な影響があるという事
実が発生した場合にそ
の減少額等の範囲内で
取り崩す

取 崩 基 準

────当 期 積 立 額

６２０，０００，０００円１００，０００，０００円４３０，０００，０００円１，４００，０００，０００円当期積立累計額

２．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用、および広報誌『ＣＲＯＰ』の編集・発行費用

にあてるための繰越額５０，０００，０００円が含まれています。
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部門別損益計算書
■平成２０年度 （単位：千円）

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

Ⅰ　決算の状況

34　◆　disclosure 2009

部門別損益計算書（平成１９年度）注記
１．共通管理費等および営農指導事業の他部門への配賦基準等
　�共通管理費等
　　事業区分別職員数割、事業総利益割および人件費を除いた事業管理費割の平均
　�営農指導事業
　　事業総利益割

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合） （単位：％）

部門別損益計算書（平成２０年度）注記
１．共通管理費等および営農指導事業の他部門への配賦基準等
　�共通管理費等
　　事業区分別職員数割、事業総利益割および人件費を除いた事業管理費割の平均
　�営農指導事業
　　�と同基準

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合） （単位：％）

共通管理費等営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業計区 分
０１６４，４８５６２８，５６６９５４，２４８４，０２７，７０７５，７７５，００８事業収益 ①

２９，３８７２０７，７７１５３３，３９２７６，５９９１，６３６，８５８２，４８４，００９事業直接費 ②

△２９，３８７△４３，２８５９５，１７３８７７，６４９２，３９０，８４８３，２９０，９９８
事業総利益 ③
（①－②）

７３，６３９９１，９３２１７２，１７３５６３，０７５１，９６５，９９６２，８６６，８１７事業管理費 ④

７，０７７４，７９５２０，９０２１５，５８８７３，２８０１２１，６４３（うち減価償却費） ⑤

６０，２３８７７，６９０１１２，１１７４５９，１０３１，２５６，５１６１，９６５，６６７（うち人件費） ⑤’

△８８３，４１４１１，４８４１２，２７９５０，８８４１５７，２４７６５１，５１８※うち共通管理費 ⑥

△１９，８１２２５７２７５１，１４１３，５２６１４，６１１（うち減価償却費） ⑦

△３７７，１６１４，９０３５，２４２２１，７２４６７，１３４２７８，１５６（うち人件費） ⑦’

△１０３，０２７△１３５，２１８△７６，９９９３１４，５７３４２４，８５２４２４，１８０
事業利益 ⑧
（③－④）

１９０４５４２，４６６５，４６９１１５，０１０１２３，５９１事業外収益 ⑨

△１４，６８２１９０２０４８４５２，６１３１０，８２８※うち共通分 ⑩

９１９７４０３４，５７８１５，１６０２０，３３１事業外費用 ⑪

△７，００３９１９７４０３１，２４６５，１６４※うち共通分 ⑫

△１０２，９２８△１３４，８６１△７４，９３６３１５，４６４５２４，７０２５２７，４４１
経常利益 ⑬
（⑧＋⑨－⑪）

０９１５００２４特別利益 ⑭

００００００※うち共通分 ⑮

１３９２５９８００１，９０７７，９０２１１，００８特別損失 ⑯

△１０，７１４１３９１４８６１７１，９０７７，９０２※うち共通分 ⑰

△１０３，０６７△１３５，１１１△７５，７２１３１３，５５７５１６，８００５１６，４５６
税引前当期利益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯）

△１０３，０６７１，４８４６，０３９１８，５３１７７，０１１営農指導事業分配賦額 ⑲

△１３６，５９５△８１，７６１２９５，０２５４３９，７８８５１６，４５６
営農指導事業分配賦後 ⑳
税引前当期利益（⑱－⑲）

計
営 農
指導事業

生 活
そ の 他
事 業

農業関連
事 業

共 済
事 業

信 用
事 業

区 分

１００．００１．３０１．３９５．７６１７．８０７３．７５共通管理費等

１００．００１．４４５．８６１７．９８７４．７２営農指導事業

計
営 農
指導事業

生 活
そ の 他
事 業

農業関連
事 業

共 済
事 業

信 用
事 業

区 分

１００．００３．１８２．１７７．８１２２．３１６４．５３共通管理費等

１００．００△１．３７３．１１２６．１５７２．１１営農指導事業

共通管理費等営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業計区 分
９，０７３１１６，０１７６３６，４１２９４８，１２４３，８４６，０２７５，５５５，６５３事業収益 ①

３８，９５９１６１，７９７５３２，４６７７４，１３５１，４３５，６１６２，２４２，９７４事業直接費 ②

△２９，８８６△４５，７８０１０３，９４５８７３，９８８２，４１０，４１１３，３１２，６７８
事業総利益 ③
（①－②）

８７，０９５７０，２３７１９０，７５８５４９，１４５１，９２２，６３９２，８１９，８７４事業管理費 ④

３１，１１８１，１７２２２，３６２１１，８４４５９，３２５１２５，８２０（うち減価償却費） ⑤

３５，５４３４５，１７８１０９，２５７３６９，８３０１，３６５，０３９１，９２４，８４６（うち人件費） ⑤’

△１，２４６，４６１３９，６３７２７，０４８９７，３４９２７８，０８５８０４，３４２※うち共通管理費 ⑥

△３３，６７６１，０７１７３１２，６３１７，５１３２１，７３０（うち減価償却費） ⑦

△８１５，３５４２５，９２８１７，６９３６３，６７９１８１，９０５５２６，１４９（うち人件費） ⑦’

△１１６，９８１△１１６，０１７△８６，８１３３２４，８４３４８７，７７３４９２，８０４
事業利益 ⑧
（③－④）

２６２９，３７９１，１４７４，６９３１０１，２７２１１６，７５２事業外収益 ⑨

△８，２３５２６２１７９６４３１，８３７５，３１４※うち共通分 ⑩

３１８２１７７８１２，２３０６，４５１９，９９５事業外費用 ⑪

△９，９９７３１８２１７７８１２，２３０６，４５１※うち共通分 ⑫

△１１７，０３７△１０６，８５５△８６，４４７３２７，３０６５８２，５９４５９９，５６１
経常利益 ⑬
（⑧＋⑨－⑪）

２７１９６５１８８５４５８４４特別利益 ⑭

△８４４２７１９６５１８８５４５※うち共通分 ⑮

５８４３９８１，４３５４，０９９１１，８５５１８，３７１特別損失 ⑯

△１８，３７１５８４３９８１，４３５４，０９９１１，８５５※うち共通分 ⑰

△１１７，５９４△１０７，２３４△８７，８１７３２３，３９５５７１，２８４５８２，０３４
税引前当期利益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯）

△１１７，５９４△１，６１１３，６５８３０，７５１８４，７９６営農指導事業分配賦額 ⑲

△１０５，６２３△９１，４７５２９２，６４４４８６，４８８５８２，０３４
営農指導事業分配賦後 ⑳
税引前当期利益（⑱－⑲）

（単位：千円）

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

経 営 資 料経 営 資 料
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77
　「財務諸表の正確性、内部監査の有効性についての経営者責任の明確化について（要請）」（平成１７年１０月１４日付金監第

２８３５号・１７経営第３９９１号）に基づく、当組合の財務諸表の適正性、および財務諸表作成に係る内部監査の有効性に関する

代表者の確認書は以下のとおりです。
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（注）１．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

２．単体自己資本比率は、金融庁・農林水産省告示（農業協同組合法第１１条の２の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準）に定めら

れた算式で算定したものです。

また、平成１８年度末から、新しい自己資本比率規制（新ＢＩＳ規制）が適用されたことに伴い、平成１８年３月２８日付の金融庁・農林水産省告示第

２号により上記告示が全面改正され、オペレーショナル・リスクの追加など自己資本比率の計算方法が変わっています。平成１７年度以前の数値は、

旧基準によるものです。

なお、単体自己資本比率の法令での開示の義務付けが平成１８年度からのため、平成１７年度以前の数値は参考として実績値をカッコ書きで記載して

います。

３．単体自己資本比率は、平成２０年度末より平成２０年金融庁・農林水産省告示第２２号が適用されたことに伴い、単体自己資本比率における基本的項目

の計算方法が変わっています。

４．信託業務の取り扱いは行っていません。

５．出資口数の単位は「口」、出資１口金額は１，０００円です。

６．職員数には、受入出向者、派遣職員を含みます。

Ⅱ　損益の状況

最近の　5 事業年度の主要な経営指標
（単位：千円、口、人）

平成１６年度平成１７年度平成１８年度平成１９年度平成２０年度項 目

５，９５４，０３２４，９７６，３７１５，０６８，４０３５，５５５，６５３５，７７５，００８経 常 収 益

３，６３２，４５１３，００３，０６３３，３３４，５９５３，８４６，０２７４，０２７，７０７信 用 事 業 収 益

９８８，１６３９６７，２１１９６０，０８１９４８，１２４９５４，２４８共 済 事 業 収 益

８５４，４３５７３３，１９６６２６，４５８６３６，４１２６２８，５６６農業関連事業収益

４７８，９８３２７２，９０１１４７，２６９１２５，０９０１６４，４８５その他事業収益

４８２，０１３７５９，１３９８０９，８０９５９９，５６１５２７，４４１経 常 利 益

３２２，７８０４５２，６８１９４５，３２５３９２，８５１３６３，４７５当 期 剰 余 金

９９０，７５６１，０１０，１７４１，０６１，４９７１，０７４，６１８１，０９０，２４５出 資 金

（　　９９０，７５６）（　１，０１０，１７４）（　１，０６１，４９７）（　１，０７４，６１８）（　１，０９０，２４５）（ 出 資 口 数 ）

１２，７４９，４６３１３，１６３，３０８１４，１２５，５２４１４，５０１，８２４１４，８３８，１８９純 資 産 額

３１１，１８７，５２９３２３，７０８，２６４３３４，１８１，６１３３４６，３２８，２５７３５９，７２６，５３６総 資 産 額

２９３，２１５，５２７３０３，０６２，３７５３１１，３８３，５３６３２３，８１３，３７２３３７，５１６，８９３貯 金 等 残 高

５０，１２６，４８８５１，９４３，１５２５４，２０４，０６７５９，８２５，２１９６２，３１０，７１６貸 出 金 残 高

３３，６６２，１３０３２，９７７，９４２２８，７２０，７４３２８，０６０，２０９２７，３５５，５１５有 価 証 券 残 高

３４，４３４３４，８９３３６，４２１３７，１０９３７，５３８剰 余 金 配 当 金 額

３４，４３４３４，８９３３６，４２１３７，１０９３７，５３８出 資 配 当 の 額

─────事業分量配当の額

３１１３１６３２２３２４３３５職 員 数

（１８．７９％）（１９．６２％）１９．５１％１８．５１％１８．３８％単体自己資本比率

経 営 資 料経 営 資 料
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増　 　 減平成１９年度平成２０年度種　　　 類

１７０，４８９３，７７２，７３９３，９４３，２２８資 金 運 用 収 益

１９３，５３６１，１３２，６７７１，３２６，２１３資 金 調 達 費 用

△２３，０４７２，６４０，０６１２，６１７，０１４資 金 運 用 収 支

６９３４７，２５７４７，９５１役 務 取 引 等 収 益

１，４１６９，１６６１０，５８２役 務 取 引 等 費 用

△７２２３８，０９０３７，３６８役 務 取 引 等 収 支

２１，２６９５，７９７２７，０６７その他信用事業収益

１６，８００２７２，４９７２８９，２９８その他信用事業費用

４，４６８△２６６，６９９△２６２，２３０そ の 他 信 用 事 業 収 支

△１９，３００２，４１１，４５３２，３９２，１５２信 用 事 業 粗 利 益

△０．０３％０．７３％０．７０％（信用事業粗利益率）

３，６６０８７３，９８８８７７，６４９共 済 事 業 粗 利 益

０．００％０．１４％０．１４％（共済事業粗利益率）

９５５６，３８１５６，４７６購 買 事 業 粗 利 益

△０．３０％１０．０６％９．７６％（購買事業粗利益率）

△１，１８８４０，８４８３９，６６０販 売 事 業 粗 利 益

△０．４５％１５．４７％１５．０３％（販売事業粗利益率）

△１６，７３３３，３８２，６７２３，３６５，９３９総 粗 利 益

△０．０４％０．９９％０．９５％（ 総 粗 利 益 率 ）

（注）１．信用事業粗利益率＝信用事業粗利益÷資金運用勘定平均残高×１００
２．共済事業粗利益率＝共済事業粗利益÷長期共済保有高×１００
３．購買事業粗利益率＝購買事業粗利益÷購買取扱高×１００
４．販売事業粗利益率＝販売事業粗利益÷販売取扱高×１００
５．総粗利益率＝総粗利益÷総資産平均残高×１００

（単位：千円）

利益総括表

（注）増減額は前年度対比です。

平成１９年度増減額平成２０年度増減額項 目

５０７，２６７１７０，４８９受 取 利 息

５２２，４２４２０９，２１１預 金うち

△８０，３４５△５０，３７９有 価 証 券うち

６５，２１９１１，６５５貸 出 金うち

５８９，１９４１９３，５３６支 払 利 息

５９３，２３９２０１，５４９貯金・定期積金うち

──譲 渡 性 貯 金うち

△２，１６１△１，１３８借 入 金うち

受取・支払利息の増減額
（単位：千円）

（注）１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価（資金調達利回り＋経費率）
２．注１の経費率には、信用事業の指導部費負担額を含めています。

平成１９年度平成２０年度
項　　　　目

利回り利 息平均残高利回り利 息平均残高

１．１４％３，７７２，７３９３２８，８３１，７５２１．１５％３，９４３，２２８３４１，６７３，８１８資 金 運 用 勘 定

０．９４％２，２７８，６５３２４１，５８９，８６６０．９８％２，４８７，８６４２５２，６６１，６００預 金うち

１．１２％３１８，０４９２８，３７０，９５７０．９５％２６７，６６９２７，９９２，８１７有 価 証 券うち

１．９９％１，１７６，０１８５８，８７０，９２８１．９４％１，１８７，６７３６１，０１９，４００貸 出 金うち

０．３５％１，１３２，６７７３２２，６５２，５１６０．３９％１，３２６，２１３３３６，３４４，１７２資 金 調 達 勘 定

０．３４％１，０８５，２８１３１８，１３６，０８２０．３８％１，２８６，８３１３３１，８８５，２５０貯金・定期積金うち

０．８６％３９，１６４４，５１６，４３４０．８５％３８，０２６４，４５８，９２１借 入 金うち

０．３４％０．２７％総 資 金 利 ざ や

資金運用収支の内訳
（単位：千円）

22

33

44
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Ⅲ　事業の概要

�　貯金に関する指標

①貯金の科目別期末残高 （単位：千円）

増 減
平成１９年度平成２０年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

△３１，４０８０．１０％３２６，５４２０．０９％２９５，１３４当 座 貯 金

△８６９，２１９２３．７３％７６，８５３，６６２２２．５１％７５，９８４，４４３普 通 貯 金

△５３４，４０９０．８７％２，８０２，８０６０．６７％２，２６８，３９７貯 蓄 貯 金

△３１５０．０１％１９，５０００．０１％１９，１８４通 知 貯 金

６３，２４７０．１７％５５６，７０３０．１８％６１９，９５０そ の 他 の 流 動 性 貯 金

△１，３７２，１０６２４．８８％８０，５５９，２１５２３．４６％７９，１８７，１０９流 動 性 貯 金 計

１４，８３０，３８６６５．８１％２１３，０９９，３９８６７．５３％２２７，９２９，７８５定 期 貯 金

２７５，４６５９．２４％２９，９１４，７５１８．９４％３０，１９０，２１６定 期 積 金

△３０，２２５０．０７％２４０，００７０．０６％２０９，７８２そ の 他 の 定 期 性 貯 金

１５，０７５，６２７７５．１２％２４３，２５４，１５７７６．５４％２５８，３２９，７８４定 期 性 貯 金 計

─────譲渡性貯金その他の貯金

１３，７０３，５２１１００．００％３２３，８１３，３７２１００．００％３３７，５１６，８９３合 計

信 用 事 業

（注）１．固定自由金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期貯金

２．変動自由金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期貯金

③定期貯金の金利条件別内訳残高

増 減
平成１９年度平成２０年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

１４，８０２，０６５９９．９８％２１３，３０４，６７９９９．９９％２２８，１０６，７４５固 定 自 由 金 利 定 期

△１，９０４０．０１％２８，００４０．０１％２６，１００変 動 自 由 金 利 定 期

００．００％６，７２１０．００％６，７２１そ の 他 定 期 貯 金

１４，８００，１６１１００．００％２１３，３３９，４０５１００．００％２２８，１３９，５６７合 計

②貯金の科目別平均残高

増 減
平成１９年度平成２０年度

種 類
構成比平均残高構成比平均残高

△１８６０．０６％１８２，７９９０．０６％１８２，６１３当 座 貯 金

△１０，８６９２３．９７％７６，２５０，８０７２２．９７％７６，２３９，９３８普 通 貯 金

△４４９，１８４０．９３％２，９６９，３３２０．７６％２，５２０，１４７貯 蓄 貯 金

△３，４８８０．０１％１７，４０８０．００％１３，９２０通 知 貯 金

１６，８６４０．２０％６３５，０２４０．２０％６５１，８８８そ の 他 の 流 動 性 貯 金

△４４６，８６４２５．１６％８０，０５５，３７２２３．９９％７９，６０８，５０８流 動 性 貯 金 計

１４，７９８，９９９６５．３４％２０７，８５７，９７６６７．０９％２２２，６５６，９７５定 期 貯 金

△５６８，３２７９．４２％２９，９６１，９７５８．８６％２９，３９３，６４７定 期 積 金

△３４，６３８０．０８％２６０，７５７０．０７％２２６，１１８そ の 他 の 定 期 性 貯 金

１４，１９６，０３２７４．８４％２３８，０８０，７０９７６．０１％２５２，２７６，７４１定 期 性 貯 金 計

─────譲渡性貯金その他の貯金

１３，７４９，１６８１００．００％３１８，１３６，０８２１００．００％３３１，８８５，２５０合 計

（単位：千円）

（単位：千円）

経 営 資 料経 営 資 料

11
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�　貸出金等に関する指標

④貸出金の担保別内訳残高

増 減平成１９年度平成２０年度種 類

△５，６７４７９９，９０３７９４，２２８貯 金 等

物

的

担

保

△１，０２３１，０２３０有 価 証 券

───動 産

△６４９，４７９３，６５９，５３７３，０１０，０５８不 動 産

───そ の 他 担 保 物

△６５６，１７７４，４６０，４６４３，８０４，２８７計

３，２４８，９９９３１，３４１，１８５３４，５９０，１８４農業信用基金協会保証
保

証
△１，２７１，５８７１，７２２，８０５４５１，２１８そ の 他 保 証

１，９７７，４１２３３，０６３，９９１３５，０４１，４０３計

１，１６４，２６２２２，３００，７６３２３，４６５，０２６信 用

２，４８５，４９７５９，８２５，２１９６２，３１０，７１６合 計

①貸出金の科目別期末残高

増 減
平成１９年度平成２０年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

△５２，０５００．１３％７６，８５００．０４％２４，８００手 形 貸 付

２，６８７，９０３９０．５７％５４，１８２，８５２９１．２７％５６，８７０，７５５証 書 貸 付

△３４，９７７１．２９％７７０，０４４１．１８％７３５，０６６当 座 貸 越

△１１５，３７８０．３３％１９５，４７２０．１３％８０，０９３制 度 資 金 貸 付

０７．６９％４，６００，０００７．３８％４，６００，０００金 融 機 関 貸 付

２，４８５，４９７１００．００％５９，８２５，２１９１００．００％６２，３１０，７１６合 計

（単位：千円）

増 減
平成１９年度平成２０年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

５，８６３，４５５５７．５７％３４，４４０，５３２６４．６８％４０，３０３，９８７固 定 金 利 貸 出

△３，３４２，９８０４１．１４％２４，６１４，６４２３４．１４％２１，２７１，６６２変 動 金 利 貸 出

△３４，９７７１．２９％７７０，０４４１．１８％７３５，０６６そ の 他 の 貸 出

２，４８５，４９７１００．００％５９，８２５，２１９１００．００％６２，３１０，７１６合 計

③貸出金の金利条件別内訳残高

増 減
平成１９年度平成２０年度

種 類
構成比平均残高構成比平均残高

△４，４４６０．０５％２６，８６３０．０４％２２，４１７手 形 貸 付

１，６２２，０４１９１．５２％５３，８７６，６３０９０．９５％５５，４９８，６７２証 書 貸 付

△４４，６１０１．３２％７７７，０３３１．２０％７３２，４２２当 座 貸 越

△１５３，４７４０．５４％３１９，３６２０．２７％１６５，８８８制 度 資 金 貸 付

７２８，９６１６．５８％３，８７１，０３８７．５４％４，６００，０００金 融 機 関 貸 付

２，１４８，４７１１００．００％５８，８７０，９２８１００．００％６１，０１９，４００合 計

②貸出金の科目別平均残高 （単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）
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Ⅲ　事業の概要

⑤債務保証の担保別内訳残高
　該当項目はありません。

（注）１．土地開発公社向け貸出金は不動産業に含めています。

２．業種区分は総務省の日本標準産業分類に基づいています。

⑥貸出金の使途別内訳残高

増 減
平成１９年度平成２０年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

５，１１９，１７８７２．４６％４３，３５１，７２２７７．７９％４８，４７０，９００設 備 資 金

△２，６３１，７２０２７．２１％１６，２７７，７７５２１．９０％１３，６４６，０５４運 転 資 金

△１，９６００．３３％１９５，７２１０．３１％１９３，７６１そ の 他

２，４８５，４９７１００．００％５９，８２５，２１９１００．００％６２，３１０，７１６合 計

（単位：千円）

⑦貸出金の業種別残高

増 減
平成１９年度平成２０年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

３３，８５４０．０４％２４，１９１０．０９％５８，０４６製 造 業

１２１，２３５０．４５％２６６，９２６０．６２％３８８，１６２農 業

─────林 業

─────漁 業

─────鉱 業

△７，２９３０．１４％８４，９２８０．１２％７７，６３５建 設 業

─────電気・ガス・熱供給・水道業

─────情 報 通 信 業

△３，２１５０．０１％５，５０００．００％２，２８４運 輸 業

△１，０８５０．０１％３，５６５０．００％２，４８０卸 売 ・ 小 売 業

０７．６９％４，６００，０００７．３８％４，６００，０００金 融 ・ 保 険 業

△１，１０６，７４６２１．４９％１２，８５５，２８３１８．８５％１１，７４８，５３６不 動 産 業

△２，６４４０．２４％１４４，７６２０．２３％１４２，１１８各 種 サ ー ビ ス 業

△５５６，７８１３２．４６％１９，４２１，８０７３０．２８％１８，８６５，０２６地 方 公 共 団 体

４，００８，１７３３７．４７％２２，４１８，２５３４２．４１％２６，４２６，４２７個人（住宅・消費・納税資金等）

２，４８５，４９７１００．００％５９，８２５，２１９１００．００％６２，３１０，７１６合 計

（単位：千円）

経 営 資 料経 営 資 料
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⑧リスク管理債権の状況

増 減平成１９年度平成２０年度区 分

３９，８０２３９，３３４７９，１３６ 破 綻 先 債 権 額 �

△３９，０９５６８，６０１２９，５０６ 延 滞 債 権 額 �

─── ３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 額 �

─── 貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 �

７０７１０７，９３５１０８，６４３合　　計　　　　　（�＝�＋�＋�＋�）

７０７１０７，９３５１０８，６４３ 担 保 保 証 付 債 権 額 �

─── 個 別 貸 倒 引 当 金 勘 定 残 高 �

───担保保証付控除後債権額　　（�＝�－�－�）

（注）１．破綻先債権

元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取り立てまたは弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、法人税施行令第９６条第１項第

３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じているものをいいます。

２．延滞債権

未収利息不計上貸出金であって、注１に掲げるものおよび債務者の経営再建または支援をはかることを目的として利息の支払いを猶予したもの以

外のものをいいます。

３．３ヵ月以上延滞債権

元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金（注１、注２に掲げるものを除く）をいいます。

４．貸出条件緩和債権

債務者の経営再建または支援をはかることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

取り決めを行った貸出金（注１、注２および注３に掲げるものを除く）をいいます。

（単位：千円）

　該当する取引はありません。

⑩元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況

●金融再生法開示債権の保全状況

平成１９年度平成２０年度区 分

１０８，１５５１０８，６４３ 金 融 再 生 法 開 示 債 権 合 計 �

１０８，１５５１０８，６４３ 保 全 額 合 計 �

──う ち 貸 倒 引 当 金

１０８，１５５１０８，６４３う ち 担 保 保 証 等

１００．００％１００．００％保 全 率 �／�

（注）貸倒引当金は、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いた金額を記載しています。

（単位：千円）

　本表記載の資産査定額は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成１０年法律第１３２号）第６条に基づき、貸借対照表の貸出金、貸付有価証

券、債務保証見返、信用未収利息および信用仮払金の各勘定について、債務者の財政状態および経営成績等を基礎として、以下のとおり区分しています。

　なお、当組合は同法の対象とはなっていませんが、参考として、同法の定める基準に従い資産査定額を平成１５年度より記載しています。

（注）１．破産更生債権およびこれらに準ずる債権

破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権をいいます。

２．危険債権

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受け取りができな

い可能性の高い債権をいいます。

３．要管理債権

自己査定において要注意先に区分された債務者に対する債権のうち、「３ヵ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をい

います。

４．正常債権

債務者の財政状態および経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」および「要管理債権」

以外の債権をいいます。

⑨金融再生法開示債権の状況
●金融再生法に基づく資産査定額

平成１９年度平成２０年度区 分

７７，４３９８０，１２２破産更生債権およびこれらに準ずる債権

３０，７１５２８，５２０危 険 債 権

──要 管 理 債 権

１０８，１５５１０８，６４３合 計

５９，７６４，３７１６２，２５１，３９６正 常 債 権

（単位：千円）
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Ⅲ　事業の概要

⑫貸出金償却等の額
　該当項目はありません。

⑪貸倒引当金の期末残高および期中の増減額

期 末 残 高
期 中 減 少 額

期中増加額期 首 残 高区 分
そ の 他目 的 使 用

２１５，９６６２０６，５０７─２１５，９６６２０６，５０７一 般 貸 倒 引 当 金平
成　

年
度

２０ ─────個 別 貸 倒 引 当 金

２１５，９６６２０６，５０７－２１５，９６６２０６，５０７合 計

２０６，５０７１８６，３０７─２０６，５０７１８６，３０７一 般 貸 倒 引 当 金平
成　

年
度

１９ ─────個 別 貸 倒 引 当 金

２０６，５０７１８６，３０７─２０６，５０７１８６，３０７合 計

（注）その他の金額は洗い替えによる取崩額です。

（単位：千円）

●破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者

●実質破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、

深刻な経営難の状態にあり、再建の見通しがない状況にあ

ると認められるなど実質的に経営破綻に陥っている債務者

●破綻懸念先
　現状、経営破綻の状況にはないが、経営難の状態にあり、

経営改善計画等の進捗状況が芳しくなく、今後、経営破綻

に陥る可能性が大きいと認められる債務者（金融機関等の

支援継続中の債務者を含む）

●要管理先
　要注意先の債務者のうち当該債務者の債権の全部または

一部が次に掲げる債権に該当する債務者

�　３ヵ月以上延滞債権

　元金または利息の支払いが、約定支払日の翌日を起算日

として３ヵ月以上延滞している貸出債権

�　貸出条件緩和債権

　経済的困難に陥った債務者の再建または支援をはかり、

当該債権の回収を促進すること等を目的に、債務者に有利

な一定の譲歩を与える約定条件の改定等を行った貸出債権

●その他の要注意先
　要管理先以外の要注意先に属する債務者

●正常先
　業況が良好であり、かつ、財務内容につき特段の問題が

ないと認められる債務者

＜参考＞開示債権と自己査定の相関図

●破産更生債権およびこれらに準ずる債権
　破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥

っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権

●危険債権
　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態

および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収

および利息の受け取りができない可能性の高い債権

●要管理債権
　自己査定において要注意先に区分された債務者に対する

債権のうち、「３ヵ月以上延滞債権」および「貸出条件緩

和債権」に該当する貸出金

●正常債権
　債務者の財政状態および経営成績に特に問題がない債権

であり、「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危

険債権」および「要管理債権」以外の債権

●破綻先債権
　元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続している

ことその他の事由により元本または利息の取り立てまたは

弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった

貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不

計上貸出金」という）のうち、法人税施行令第９６条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規

定する事由が生じているものをいう。

●延滞債権
　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権に掲げるも

のおよび債務者の経営再建または支援をはかることを目的

として利息の支払いを猶予したもの以外のものをいう。

●３ヵ月以上延滞債権
　元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヵ月

以上延滞している貸出金（破綻先債権、延滞債権に掲げる

ものを除く）をいう。

●貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建または支援をはかることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄

その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金（破

綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に掲げるも

のを除く）をいう。

経 営 資 料経 営 資 料

対
象
債
権

＜ 自 己 査 定 債 務 者 区 分 ＞ ＜ 金 融 再 生 法 債 権 区 分 ＞ ＜ リ ス ク 管 理 債 権 ＞

信用事業
以外の
与信

信用事業総与信

その他の
債権

貸出金

破綻先

実質破綻先

破綻懸念先

要管理先要
注
意
先

その他の要注意先

正常先

信用事業
以外の
与信

信用事業総与信

その他の
債権

貸出金

信用事業
以外の
与信

信用事業総与信

その他の
債権

貸出金

破綻先債権

延滞債権

３ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

�
�
�
�
�

破産更生債権およびこれらに
準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権
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�　為替業務等取扱実績

①内国為替取扱実績 （単位：件、千円）

平成１９年度平成２０年度

種 類 被 仕 向仕 向被 仕 向仕 向

金 額件 数金 額件 数金 額件 数金 額件 数

６６，６４８，５５７１８７，３１２５４，８３２，１０１４１，７６８７７，２５７，９７１１９６，４４０６５，６６６，０７６４３，１５０送金・振込為替

５１，４３５１０６６９，０７７１４６４，５２９８２７４，１０６１５代 金 取 立 為 替

５３１，０５０１，２３８５１１，８３１２，０６２４３２，７５６６２，７７８３９８，７２３６３，５９５雑 為 替

６７，２３１，０４３１８８，６５６５５，４１３，０１０４３，８４４７７，７５５，２５７２５９，３００６６，１３８，９０６１０６，７６０合 計

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載することとしていますが、平成１９年度および平成２０年度ともに貸付有価証券の残高はありません。

②公共債の引受額・公共債窓販実績 （単位：千円）

引 受 実 績窓 口 販 売 実 績
種 類

平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度

──８０，０００３５，０００国 債

③オフバランス取引の状況
　該当項目はありません。

�　有価証券に関する指標

①有価証券の種類別平均残高 （単位：千円）

増 減平成１９年度平成２０年度種 類

３０７，３６３１９，３７６，３７２１９，６８３，７３６国 債

───地 方 債

───政 府 保 証 債

５０４９９，７９０４９９，８４０金 融 債

△６８５，５５４８，４９４，７９４７，８０９，２４０社 債

───株 式

───受 益 証 券

───投 資 証 券

△３７８，１４０２８，３７０，９５７２７，９９２，８１７合 計

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載することとしていますが、平成１９年度および平成２０年度ともに貸付有価証券の残高はありません。

②商品有価証券の種類別平均残高
　該当項目はありません。

③有価証券の残存期間別残高 （単位：千円）

合 計
期間の定め
のないもの

１０年超
７年超
１０年以内

５年超
７年以内

３年超
５年以内

１年超
３年以内

１年以内種 類年
度

１９，７３３，８１９─４，５００，９５６１０，０００，０００４，１１１，８７２６９９，４８４２９０，３１０１３１，１９６国 債

平
成　

年
度

２０

────────地 方 債

────────政府保証債

４９９，８９０─────４９９，８９０─金 融 債

７，１２１，８０４─１，９００，０００４，２０５，３１２─１，０１６，４９２──社 債

────────株 式

────────受 益 証 券

────────投 資 証 券

１９，３５４，４４０─６，５０１，０４０１２，０４１，６７７１６７，６０４２４５，９１１２８０，４３７１１７，７６９国 債

平
成　

年
度

１９

────────地 方 債

────────政府保証債

４９９，８４０────４９９，８４０──金 融 債

８，２０５，９２８─２，７００，０００─５，５０５，９２８───社 債

────────株 式

────────受 益 証 券

────────投 資 証 券
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Ⅲ　事業の概要

�　有価証券等の時価情報等

平成１９年度平成２０年度

区 分 評 価 損 益
Ｄ－Ｃ

時 価
Ｄ

取 得 価 額
Ｃ

評 価 損 益
Ｂ－Ａ

時 価
Ｂ

取 得 価 額
Ａ

──────売 買 目 的

△１，０７４，９００２６，１３１，９０９２７，２０６，８０９△１，０９９，１０６２５，５２４，３７８２６，６２３，４８４満期保有目的

１８，９７５８５３，４００８３４，４２４１４，６８６７３２，０３１７１７，３４４そ の 他 保 有

△１，０５５，９２５２６，９８５，３０９２８，０４１，２３３△１，０８４，４２０２６，２５６，４０９２７，３４０，８２８合 計

（注）１．本表記載の有価証券の時価は、期末日における市場価格等に基づく時価により計上しています。

２．満期保有目的の有価証券は、取得価額を貸借対照表価額として計上しています。

３．その他保有の有価証券は、時価を貸借対照表価額として計上しています。

①有価証券の時価情報等 （単位：千円）

②金銭の信託の時価情報等
　該当項目はありません。

③デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連デリバティブ取引
　該当項目はありません。

信用事業

経 営 資 料経 営 資 料

11
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共済事業取扱実績
�　長期共済新契約高・保有高 （単位：千円）

平成１９年度平成２０年度
種 類

年度末保有高新 契 約 高年度末保有高新 契 約 高

１０１，６９２，０１２４，５３７，９３０１０１，２９７，５８９３，５１４，３５０終 身 共 済

生

命

総

合

共

済

５，０００─５，０００─定 期 生 命 共 済

１３４，５６９，９０１８，２２８，２７０１２８，３５０，１６６８，５９２，４３１養 老 生 命 共 済

２３，９３０，６００２，５９２，０００２５，５３４，９００２，３２５，４００うち こ ど も 共 済

３，０９８，８００１，０４７，６００３，５７５，７００６６２，２００医 療 共 済

５０６，０００１６，５００５２７，５００４７，５００が ん 共 済

６９８，１００８５，９００９５３，８００２５１，９００定 期 医 療 共 済

３，３００，７９７４５６，９７４３，１５２，８５９４７０，２１６年 金 開 始 前年
金
共
済

２，６７５，７６６─２，８６０，２０９─年 金 開 始 後

５，９７６，５６４４５６，９７４６，０１３，０６９４７０，２１６年 金 合 計

３９６，３９４，１４５３１，６６８，７３０４０２，８４５，８４４３０，１４２，８００建 物 更 生 共 済

６３７，１４３，９５８４５，５８４，９３０６３７，６７５，６０１４３，２１１，１８１合 計

（注）１．金額は、保障金額（年金共済は年金年額（利率変動型年金は最低保証年金額）、がん共済はがん死亡共済金額、定期医療共済は死亡給付金額。医

療共済については死亡給付金額を含む）を表示しています。

２．合計の金額には年金共済の年金年額を除き、年金共済に付加された定期特約金額を含んでいます。

�　短期共済新契約高 （単位：千円）

平成１９年度平成２０年度
種 類

掛 金金 額掛 金金 額

２１，９７７２４，３８４，９００２１，２８３２３，７１３，７８０火 災 共 済

３２９，６５３─３４２，６１９─自 動 車 共 済

１，１０６２６，５０５，０００８９６１３，８６７，５００傷 害 共 済

５４０─５６４─賠 償 責 任 共 済

５１，０３８─３９，９９３─自 賠 責 共 済

４０４，３１６５０，８８９，９００４０５，３５７３７，５８１，２８０合 計

（注）１．金額は、保障金額を表示しています。

２．自動車共済、賠償責任共済、自賠責共済は掛金総額です。

22
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Ⅲ　事業の概要

購買事業取扱実績
（単位：千円）

平成１９年度平成２０年度
種 類

手 数 料供 給 高手 数 料供 給 高

３８８２，３３１２７８１，８１６飼 料

生

産

資

材

１５，００２１０８，７００１４，３２９１３３，６２６肥 料

７，１５２６９，２７０８，９５１７１，６６２農 薬

２，６６４２１，５９５２，３０９２１，００３保 温 資 材

１，３２１１１，７０９１，０４５９，３０６包 装 資 材

４，８６９１５７，１１８４，８６７１５６，４１６農 業 機 械

６６９３８３５３８２石 油 類

４３６０１７自 動 車

５，５３５６５，３７５４，３０４５１，２７６建 築 資 材

４，４６０２７，６１９４，３９９２７，２８０そ の 他

４１，４６６４６４，６９５４０，５２２４７２，７８９計

５，４６７４０，３４６５，７２１３９，２３９食 糧 米
食
料
品

生

活

物

資

５９３８，７５１５０９８，４５３生 鮮 食 品

１，６９８９，５００１，６９６８，７８２一 般 食 品

１４６８６１９７８７８衣 料 品

２，７７１３２，６８７２，７４８４３，５６７耐 久 消 費 財

１，７５２３８，９８１１，５８９３９，９６２日用保健雑貨用品

３２５４３９そ の 他

１２，４３３１３１，１５４１２，３６７１４０，９２３計

５３，９００５９５，８５０５２，８８９６１３，７１２合 計

販売事業取扱実績
（単位：千円）

手 数 料販 売 高
種 類

受 託買 取受 託買 取

２３，１７２２０，０５３１５５，６５９１０８，２６５農 産 物 直 売 所 等
　

年
度

２０

２３，１７２２０，０５３１５５，６５９１０８，２６５合 計

２３，７００２０，４５８１６８，６７６９５，３０９農 産 物 直 売 所 等
　

年
度

１９

２３，７００２０，４５８１６８，６７６９５，３０９合 計

（単位：千円）

平成１９年度平成２０年度項 目

７２３１，５７０指 導 補 助 金
収

益

１１，８８１１１，４２５実 費 収 入

３５６３７０受 入 事 務 委 託 料

１２，９６０１３，３６６計

３０，０６４３２，２６０営 農 改 善 費
費

用

１７，５８６１７，１０２生 活 改 善 費

４９，７４７５０，８６４教 育 情 報 費

９７，３９８１００，２２７計

△８４，４３７△８６，８６０収 支 差 額

指 導 事 業

経 営 資 料経 営 資 料
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利 益 率

増 減平成１９年度平成２０年度項 目

△０．０３％０．１７％０．１４％総 資 産 経 常 利 益 率

△０．６１％４．２５％３．６４％資 本 経 常 利 益 率

△０．０１％０．１１％０．１０％総 資 産 当 期 純 利 益 率

△０．２７％２．７８％２．５１％資 本 当 期 純 利 益 率

貯貸率・貯証率

増 減平成１９年度平成２０年度区 分

△０．０１％１８．４７％１８．４６％期 末
貯 貸 率

△０．１２％１８．５０％１８．３８％期 中 平 均

△０．５６％８．６６％８．１０％期 末
貯 証 率

△０．４８％８．９１％８．４３％期 中 平 均

（注）１．総資産経常（当期純）利益率　＝　 　×１００

２．資本経常（当期純）利益率　　＝　 　×１００

経常（当期純）利益

総資産（除く債務保証見返り）平均残高

経常（当期純）利益

純資産勘定平均残高

（注）１．貯貸率（期末）　　　＝　 　×１００

２．貯貸率（期中平均）　＝　 　×１００

３．貯証率（期末）　　　＝　 　×１００

４．貯証率（期中平均）　＝　 　×１００

貸出金残高

貯金残高

貸出金平均残高

貯金平均残高

有価証券残高

貯金残高

有価証券平均残高

貯金平均残高

Ⅳ　経営指標
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経 営 資 料経 営 資 料

11

22
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○農業協同組合法施行規則（平成１３年農林水産省令第１４８号）第２０４条の規定に基づき、農業協同組合等の自己資本の充実

の状況等についての開示事項（平成１９年３月２３日付　金融庁・農林水産省告示第４号　バーゼルⅡ第３の柱）として開

示しています。

○「定性的な開示事項」の前年度（平成１９年度）の記載については、以下（平成２０年度）と同内容のため、記載を省略し

ています。

《定性的な開示事項》

◇自己資本比率の状況

　当組合では、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、財務基盤の強化を経

営の重要課題として取り組んでいます。内部留保につとめるとともに、不良債権処理および業務の効率化等に取り組

んだ結果、平成２１年３月末における自己資本比率は、１８．３８％となりました。

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実

　当組合の自己資本は、組合員の普通出資によっています。

　　　○　普通出資による資本調達額　　１，０９０百万円（前年度１，０７４百万円）

　当組合は、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出して、当組合が

抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理およびこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持をはか

るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実につとめています。

　2 ．信用リスクに関する事項
　当組合では自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出しています。

また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判定に使用する格付等は次のとおりです。

（ア）リスク・ウエイトの判定にあたり使用する格付けは，以下の適格格付機関による依頼格付けのみ使用し、非依

頼格付は使用しないこととしています。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター（R&Ⅰ）

株式会社日本格付研究所（JCR）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（S&P）

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

（注）「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。

　1 ．自己資本比率の状況等

経 営 資 料経 営 資 料

　バーゼルⅡ（新BIS規制）とは、前身であるバーゼルⅠに対して、より高度なリスク計算手法を取り入れた金融

機関の自己資本比率に関する国際的な統一基準です。スイスの国際決済銀行（BIS）に事務局を置くバーゼル銀行

監督委員会により導入され、わが国でも、平成１９年３月末決算からＪＡグループをはじめ全金融機関に対して適用

されています。

　バーゼルⅡでは、自己資本比率（国際統一基準８％以上、ＪＡ等国内金融機関は４％以上）の算出にあたり、分

母となる信用リスク等の評価方法をより 精  緻 化（第１の柱）するとともに、自己管理を前提とした統合的なリスク
せい  ち

管理状況に対する監督当局の検証（第２の柱）と、適切な情報開示により利用者からのチェック機能を働かせるこ

と（第３の柱）で、各金融機関の経営健全化と金融システム全体の維持をはかることが目的とされています。

バーゼルⅡ（新BIS規制）とは
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（イ）リスク・ウエイトの判定にあたり使用する適格格付機関の格付またはカントリーリスク・スコアは、主に以下

のとおりです。

カントリーリスク・スコア適 格 格 付 機 関エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

日本貿易保険金融機関向けエクスポージャー

R&I, Moody's, JCR, S&P, Fitch法人等向けエクスポージャー（長期）

R&I, Moody's, JCR, S&P, Fitch法人等向けエクスポージャー（短期）

（注）「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、エクスポージャ

ーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャーのリスク・ウエイトに代えて、

担保や保証人に対するリスク・ウエイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

　当組合では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」に定めています。信用リスク削減手法として、「適格

金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の相殺」を適用しています。

　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引相手または取引相手のため

に第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当組合では、適格金融資産担保取引に

ついて信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政府等、わが国の地方公共団体、

地方公営企業等金融機 構 、わが国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、および金融機関ま
　※

たは第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付がＡ－またはＡ３以上の格付を付与しているものを適格保

証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウエイトに代

えて、保証人のリスク・ウエイトを適用しています。

　貸出金と自組合貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類する事由にか

かわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手

との間で相殺契約下にある貸出金と自組合貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自組合貯金が

継続されないリスクが監視および管理されていること、④貸出金と自組合貯金の相殺後の額が、監視および管理されて

いること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自組合貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適

用後のエクスポージャー額としています。

　担保に関する評価および管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認および評価の見直し行っています。なお、

主要な担保の種類は自組合貯金です。

※「地方公営企業等金融機構」については、平成２１年６月１日より「地方公共団体金融機構」に名称変更されています

（以下、「定量的な開示事項」内の表記についても同様です）。

　3 ．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針および手続の概要

　4 ．派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに
関するリスク管理の方針および手続の概要

　該当ありません。

　5 ．証券化エクスポージャーに関する事項
　該当ありません。
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　7 ．出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針および手続の概要
　「出資等」とは、主に貸借対照表上の有価証券勘定および外部出資勘定の株式または出資として計上されているもの

をいい、当組合においては、系統および系統外出資が該当します。

　系統出資先については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議を通じた連合会

等の財務健全化を求めており、系統外出資先についても同様の対応を行っています。

　なお、これらの評価等については、取得原価を記載し、 毀  損 の状況に応じて引当金（外部出資等損失引当金）の計上
き そん

や直接償却（外部出資等償却）を実施することとしています。また、評価等重要な会計方針の変更などがあれば、注記

表にその旨記載することとしています。

　8 ．金利リスクに関する事項
　金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在するなかで

金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。

　当組合では、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、またリスク情報の管理・報

告にかかる事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理手続」に定め、適切なリスクコントロールにつとめています。具

体的な金利リスクの算定方法、管理方法は以下のとおりです。

・市場金利が上下に２％変動した時（ただし０％を下限）に発生する経済価値の変化額（低下額）を金利リスク量と

して四半期ごとに算出しています。

・要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時払い出される要求払貯金の

うち、引き出されることなく長期間当組合に滞留する貯金をコア貯金と定義し、①過去５年の最低残高、②過去５

年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、③現残高の５０％相当額のうち、最小の額を上限とし、０～５年

の期間に均等に振り分けて（平均残存２．５年）リスク量を算定しています。

・金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定しています。

　算出した金利リスク量は、四半期ごとにＡＬＭ委員会および理事会に報告して承認を得ています。また、これらの情

報を踏まえ、四半期ごとに運用方針を策定しています。

　6 ．オペレーショナル・リスクに関する事項
◇リスク管理の方針および手続の概要

　「オペレーショナル・リスク」とは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であることまたは外

生的な事象により損失を被るリスクをいいます。

　当組合では、オペレーショナル・リスクを、事務リスクとシステムリスクの二つに分けて管理しています。各リス

クの管理方針等については、８ページをご覧下さい。

◇オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

　当組合では、自己資本比率の算出上のオペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては、「基礎的手法」を採

用しています。

　「基礎的手法」とは、自己資本比率算出において、オペレーショナル・リスク相当額を算出するための一手法であ

り、１年間の粗利益の１５％の直近３年間の平均値をオペレーショナル・リスク相当額とするものです。

経 営 資 料経 営 資 料 Ⅴ　バーゼルⅡ第　3 の柱に基づく開示
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《定量的な開示項目》

　1 ．自己資本の構成に関する事項
（単位：千円）

（注）１．本表記載の数値等は、金融庁・農林水産省告示（農業協同組合法第１１条の２の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準）に定めら

れた算式に基づき算出したものです。

２．当組合は、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレ

ーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。

３．平成２０年度より平成２０年金融庁・農林水産省告示第２２号（上記注１の告示の特例）が適用されたことに伴い、その他有価証券の評価損を勘案せず

に基本的項目を計算することとされましたが、当組合においては、当該告示の特例による基本的項目への影響はありません。

平成１９年度平成２０年度項 目

１，０７４，６１８１，０９０，２４５
出 資 金
（ う ち 後 配 出 資 金 ）

基本的項目
（Tier1）

──回 転 出 資 金

──再 評 価 積 立 金

２２，２４９２２，２４９資 本 準 備 金

２，１８３，７１３２，１８３，７１３利 益 準 備 金

１０，８４８，１６６１１，１４６，８４５任 意 積 立 金

３２６，７６５３５４，０２３次 期 繰 越 剰 余 金

△４，００５△６，４８７処 分 未 済 持 分

──そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損

──営 業 権 相 当 額

──企業結合により計上される無形固定資産相当額

──証券化取引により増加した自己資本に相当する額

１４，４５１，５０８１４，７９０，５９０計　　　　　　　　　　　　　�

──土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額

補完的項目
（Tier2）

２０６，５０７２１５，９６６一 般 貸 倒 引 当 金

──負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

──負 債 性 資 本 調 達 手 段

──期 限 付 劣 後 債 務

──補 完 的 項 目 不 算 入 額

２０６，５０７２１５，９６６計　　　　　　　　　　　　　�

１４，６５８，０１６１５，００６，５５７自　己　資　本　総　額　　　　　　　�＝�＋�

──他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額

控 除 項 目

──負債性資本調達手段およびこれに準ずるもの

──期限付劣後債務およびこれに準ずるもの

──
非同時決済取引に係る控除額および信用リスク削減手法として用
いる保証またはクレジット・デリバティブの免責額に係る控除額

──
基本的項目からの控除分を除く自己資本控除とされる証券化エ
クスポージャーおよび信用補完機能を持つＩ／Ｏストリップス

──控 除 項 目 不 算 入 額

──計　　　　　　　　　　　　　�

１４，６５８，０１６１５，００６，５５７自 己 資 本 額　　　　　　　�＝�－�

７２，４１０，１２８７４，８９９，３５４資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目　�

リ ス ク ・
アセット等

──オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目　�

６，７３８，７１６６，７３８，４３５オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額　�

７９，１４８，８４４８１，６３７，７８９計（�＋�＋�）　　　　　　　　　　	

１８．２５％１８．１１％基本的項目（Tier1）比率　　　　　　＝�／	×１００

１８．５１％１８．３８％自　己　資　本　比　率　　　　　　＝�／	×１００
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　2 ．自己資本の充実度に関する事項
（単位：千円）

平成１９年度平成２０年度

項 目 所 要
自己資本額

リ ス ク ・
ア セ ッ ト

所 要
自己資本額

リ ス ク ・
ア セ ッ ト

２，８９６，４０５７２，４１０，１２８２，９９５，９７４７４，８９９，３５４イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額合計

────
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとの
エクスポージャー

────ａ　わが国の中央政府および中央銀行向け

────ｂ　わが国の地方公共団体向け

４，８２８１２０，７２０──ｃ　わが国の政府関係機関向け

──４，８２５１２０，６３３
地方公営企業等金融機構およびわが国の政
府関係機関向け

────ｄ　地方三公社向け

２，２１１，７６７５５，２９４，１７５２，２９０，５３１５７，２６３，２９４ｅ　金融機関および第一種金融商品取引業者向け

６７，２５６１，６８１，４２３６０，２０７１，５０５，１８６ｆ　法人等向け

９，２００２３０，０１３１０，２０２２５５，０５８ｇ　中小企業等向けおよび個人向け

１６，５２１４１３，０３３１３，６８２３４２，０６３ｈ　抵当権付住宅ローン

６８，９０１１，７２２，５３４５９，３６３１，４８４，０８３ｉ　不動産取得等事業向け

──６３６１５，９０８ｊ　３ヵ月以上延滞等

１２３，３２７３，０８３，１７５１３６，２８９３，４０７，２２７ｋ　信用保証協会等による保証付

────ｌ　共済約款貸付

２８３，９９７７，０９９，９２９３０８，４２１７，７１０，５４３ｍ　出資等

１１０，６０４２，７６５，１２２１１１，８１４２，７９５，３５５ｎ　その他

────②証券化エクスポージャー

２６９，５４８６，７３８，７１６２６９，５３７６，７３８，４３５ロ．オペレーショナル・リスク

３，１６５，９５３７９，１４８，８４４３，２６５，５１１８１，６３７，７８９ハ．総所要自己資本額　　　　　　　　　　　（イ＋ロ）

（注）１．所要自己資本額＝リスク・アセット×４％

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

３．「３ヵ月以上延滞等」とは，元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーおよび「金

融機関および第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

４．「その他」には、現金・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれています。

５．「証券化エクスポージャー」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある２以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部

を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

６．オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、当組合では基礎的手法を採用しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

　　　　 　÷８％

７．総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

Ⅴ　バーゼルⅡ第　3 の柱に基づく開示経 営 資 料経 営 資 料

ｃ
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　3 ．信用リスクに関する事項
（単位：千円）①信用リスクに関するエクスポージャーおよび３ヵ月以上延滞エクスポージャーの期末残高

平成１９年度平成２０年度

項 目
３ヵ月
以上延
滞エク
スポー
ジャー

信用リスク
エクスポー
ジャー期末
残高

３ヵ月
以上延
滞エク
スポー
ジャー

信用リスク
エクスポー
ジャー期末
残高

う ち 債 券うち貸出金う ち 債 券うち貸出金

──────２０，０００２０，０００農 業

法

人

────────林 業

────────水 産 業

────────製 造 業

────────鉱 業

──１，７２３，４７４１，７２３，４７４──４４９，７９０４４９，７９０建設・不動産業

────────
電気・ガス・
熱供給・水道業

─１，２０７，２０４１，２０７，２０４─１，２０６，３３３─１，２０６，３３３運輸・通信業

─４，５１５，５９６４，６２５，２３０２５４，９２３，９３７─３，４２６，２２７４，６２５，２３０２６４，３５０，９２４金融・保険業

─３，００７，９６２４７，５０４３，０５５，４６６─３，００６，４２０５１，８７３３，０５８，２９４
卸売・小売・飲食・
サ ー ビ ス 業

─１９，３５８，５７４１７，７００，７６８３７，０５９，３４２─１９，７３９，３７９１８，８６５，６４０３８，６０５，０２０
日本国政府・
地方公共団体

───７，０９９，９２９───７，７１０，５４３上 記 以 外

──３５，７７５，３２６３５，７７５，３２６１０，６０５─３８，３４７，９０６３８，８４３，０５４個 人

───５，６７０，８４６───５，６８３，７２２そ の 他

─２８，０８９，３３８５９，８７２，３０４３４６，５１５，５２９─２７，３７８，３６１６２，３６０，４４２３５９，９２７，６８４業 種 別 合 計

１１７，２６７１，６９８，０２６２４７，５９８，４０４１３０，３１７５７６，１３２２５６，９８５，３０８１ 年 以 下

２７４，６４１３９７，４６４６７２，１０６７８７，２６６４６４，２９０１，２５１，５５６１年超３年以下

７４４，１２０４，０５４，３８１４，７９８，５０１１，７１８，５９５４，５６９，６１１６，２８８，２０７３年超５年以下

１，４６７，４１７１０，８６８，１７０１２，３３５，５８７４，１１１，３５６１３，９３９，１２２１８，０５０，４７８５年超７年以下

１６，２６９，０９４１１，６４２，３８４２７，９１１，４７８１４，２２２，２６６５，５４９，６６７１９，７７１，９３４７年超１０年以下

９，２１６，７９８３０，７７０，３０４３９，９８７，１０２６，４０８，５６０３２，３２５，５２２３８，７３４，０８２１０ 年 超

─４４１，５７１１３，２１２，３４８─４，９３６，０９４１８，８４６，１１６期限の定めのないもの

２８，０８９，３３８５９，８７２，３０４３４６，５１５，５２９２７，３７８，３６１６２，３６０，４４２３５９，９２７，６８４残存期間別合計

（注）１．「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
２．「その他」には、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーが含まれています。具体的には、現金、固定資産などです。
３．平成１９年度および平成２０年度における信用リスクに関するエクスポージャー全体での期末残高と期中のリスク・ポジションとの大幅な乖離はあり

ません。
４．当組合は、国内を中心として事業活動を行っているため、「地域別」の記載を省略しています。
５．当年度より系統預金については「金融・保険業」、外部出資については「上記以外」に変更し、前年度数値についても同様の変更を行なっています。

③貸出金償却の額
　該当項目はありません。

（注）当組合は、国内を中心として事業活動を行っているため、「地域別」の記載を省略しています。

②一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高および期中の増減額 （単位：千円）

平成１９年度平成２０年度
項 目

期末残高当期減少額当期増加額期首残高期末残高当期減少額当期増加額期首残高

２０６，５０７１８６，３０７２０６，５０７１８６，３０７２１５，９６６２０６，５０７２１５，９６６２０６，５０７一 般 貸 倒 引 当 金

────────個 別 貸 倒 引 当 金

────────法 人

────────個 人

２０６，５０７１８６，３０７２０６，５０７１８６，３０７２１５，９６６２０６，５０７２１５，９６６２０６，５０７合 計
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④標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：千円）

平成１９年度平成２０年度
区 分

計格付なし格付あり計格付なし格付あり
４２，０９４，７８５４２，０９４，７８５─４２，５７１，１３５４２，５７１，１３５─リスク・ウェイト　０％

３２，０３８，９４５３２，０３８，９４５─３５，２７８，５９４３５，２７８，５９４─リスク・ウェイト　１０％

２５０，８４６，１１８２５０，８４６，１１８─２６０，６１０，３４０２６０，６１０，３４０─リスク・ウェイト　２０％

１，１８０，０９５１，１８０，０９５─９７７，３２４９７７，３２４─リスク・ウェイト　３５％

３，３０９，８７５─３，３０９，８７５３，００６，４２０─３，００６，４２０リスク・ウェイト　５０％

３０６，６８４３０６，６８４─３４０，０７７３４０，０７７─リスク・ウェイト　７５％

１６，７３９，０２４１６，７３９，０２４─１７，１３３，１８５１７，１３３，１８５─リスク・ウェイト１００％

───１０，６０５１０，６０５─リスク・ウェイト１５０％

──────そ の 他

──────自 己 資 本 控 除 額

３４６，５１５，５２９３４３，２０５，６５４３，３０９，８７５３５９，９２７，６８４３５６，９２１，２６３３，００６，４２０合 計

（注）１．「格付あり」とは、リスク・ウェイト算定において格付を適用しているエクスポージャー、「格付なし」とはリスク・ウェイト算定において格付を
適用していないエクスポージャーのことです。なお、格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。

２．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。

平成１９年度平成２０年度項 目
△１，８５７，８４８△１，９１３，９７２金 利 シ ョ ッ ク に 対 す る 経 済 価 値 の 増 減 額

　8 ．金利ショックに対する経済価値の増減額
（単位：千円）

　5 ．派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　該当項目はありません。

　該当項目はありません。

　6 ．証券化エクスポージャーに関する事項

　7 ．出資等エクスポージャーに関する事項

平成１９年度平成２０年度
項 目

時 価貸借対照表計上額時 価貸借対照表計上額
────上 場

７，０９９，９２９７，０９９，９２９７，７１０，５４３７，７１０，５４３非 上 場

７，０９９，９２９７，０９９，９２９７，７１０，５４３７，７１０，５４３合 計

（単位：千円）①出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額および時価

③貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）
　該当項目はありません。

②出資等エクスポージャーの売却および償却に伴う損益の額
　該当項目はありません。

④貸借対照表および損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）
　該当項目はありません。

　4 ．信用リスク削減手法に関する事項
（単位：千円）信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

平成１９年度平成２０年度
項 目

保 証適格金融資産担保保 証適格金融資産担保
────わ が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

────地方公営企業等金融機構およびわが国の政府関係機関向け

１，７２１，０４４─４４９，７９０─地 方 三 公 社 向 け

────金融機関および第一種金融商品取引業者向け

────法 人 等 向 け

─２７，６４８─６，１８８中小企業等向けおよび個人向け

─６２５──抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン

────不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

────３ ヵ 月 以 上 延 滞 等

─４７，９００──そ の 他

１，７２１，０４４７６，１７３４４９，７９０６，１８８合 計

（注）１．「その他」は、「中小企業等向けおよび個人向け」に含まれない個人向けエクスポージャー等です。
２．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を採用しています。

Ⅴ　バーゼルⅡ第　3 の柱に基づく開示経 営 資 料経 営 資 料
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（平成２１年７月１日現在）

代表権氏 名役 職 名代表権氏 名役 職 名
無山 田 春 夫理 事有津 塩 壽 郎代 表 理 事 組 合 長

〃南 山 眞 一〃無土 居 嘉 儀副 組 合 長 理 事

〃田 中 源 二 郎〃〃松 本 隆 司専 務 理 事

〃西 尾　 清〃〃中 野　 猛常務理事（管理担当）

〃東 野 一 雄〃〃寺 下 三 郎常務理事（信用担当）

〃� 山 和 英〃〃原 田 良 一理 事

〃中 谷 S 一〃〃奥 中 忠 彦〃

〃南 野 吉 平〃〃西 側 実 一〃

〃奥 野　 拓〃〃辻　 正 雄〃

〃池 � 俊 幸〃〃霜 野 繁 治〃

〃橋 本 征 吾〃〃小 林 角 造〃

〃雛 本 竹 雄〃〃中 辻 健 司〃

〃村 田 光 代〃〃藤 井 紘 一〃

●理　事

（順不同）

　該当する項目はありません。
（平成２１年７月１日現在）

●監　事
氏 名役 職 名

大 仲 昌 彦代 表 監 事

吉 田 幸 男常 任 監 事

小 林 三 郎監 事

� 田 一 之〃

伊 藤 裕 幸〃

（平成２１年７月１日現在）

（注）監事のうち伊藤裕幸は、農協法第３０条第１２項
に定める要件を満たす員外監事です。

（順不同）

構 成 員 数組 織 名
４８５野 菜 振 興 会

２５緑 花 振 興 会

４７果 樹 振 興 会

２０４ Ｈ ク ラ ブ

３１観 光 農 業 振 興 会

８農 作 業 受 託 協 議 会

２２酪 農 協 議 会

２，３０５女 性 会

８０２資 産 管 理 研 究 会

２，３２７年 金 友 の 会

（注）組織名については７月１日現在を、構成員数については３月３１日現在を基準
として記載しています。

組合員組織の状況

特定信用事業代理業者の状況

組 合 員 数
（単位：人、団体）

平成１９年度平成２０年度区 分
６，３９９６，３３９個 人正

組
合
員

１２農 事 組 合 法 人法
人 ──そ の 他 の 法 人

６，４００６，３４１計

１３，５８０１４，４１７個 人
准
組
合
員

──農 業 協 同 組 合

──農 事 組 合 法 人

──そ の 他 の 団 体

１３，５８０１４，４１７計

１９，９８０２０，７５８合 計

（単位：人）

22

33

44

55



地 区 一 覧

中部南 

百舌鳥 

日置荘 

登美丘 

東陶器 

西陶器 

上神谷 美木多 

農産物直売所 

南八下 

北八下 

五箇荘 

松原市 

大阪市 

N

大阪湾 

大阪狭山市 

河内長野市 

東百舌鳥 

津久野 

八田荘 
深井 

久世 
営農センター 

生活センター 

金岡 

福泉 

浜寺 

鳳北（ATM） 

大庭寺 
（ATM） 

鳳 

中央 

和泉市 

高石市 

南
海
高
野
線 

泉北高速
鉄道 

南海
本線
 

阪堺
線 

JR
阪
和
線
 

本所 

●事務所および主要施設の所在地

58　◆　disclosure 2009

ＪＡ堺市の地区は、堺市です。ただし、堺市美原区の区域については、大饗、菩提、小寺に限ります。
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店 舗 一 覧
■事　務　所

ＡＴＭ
設置台数事 業 内 容電話番号所 在 地郵便番号施設の名称

１台総合・相談その他２７８- ３３３３堺市西区上野芝町２丁１番１号５９３- ８３０１本 所

─購買・販売・利用・指導・
相談２３４- １９００中区陶器北５６- ２５９９- ８２４２営農センター

─販売２９６- ９９２６南区鉢ヶ峯寺２４０５- １５９０- ０１２５農産物直売所

─加工・指導２７０- ５４５４中区深井中町１４５５- ３５９９- ８２７２生活センター

１台総合２３８- ３１０７堺区南清水町２丁４- １５９０- ０００５中 央 支 所

１台総合２４１- ２７８５堺区石津町３丁４- １５９０- ０８１４中 部 南 支 所

１台総合２５２- ２５２８北区百舌鳥赤畑町５丁７４３- ４５９１- ８０３７百 舌 鳥 支 所

１台総合２５２- ０４０３北区新堀町２丁１０３５９１- ８００５五 箇 荘 支 所

１台総合２６２- ０１２２西区浜寺諏訪森町中３丁２４４- ２５５９２- ８３４８浜 寺 支 所

１台総合２７８- ０１１２中区深井中町１４５４- １５９９- ８２７２深 井 支 所

１台総合２７１- １５４１中区八田寺町２２６- １５９９- ８２６７八 田 荘 支 所

１台総合２３７- ５４６１中区新家町２５３- １５９９- ８２３２東百舌鳥支所

１台総合２７１- ５８２１西区津久野町２丁９- １１５９３- ８３２２津 久 野 支 所

１台総合２５２- ００５４北区中村町２５３- ６５９１- ８０１２北 八 下 支 所

１台総合２８５- ０１２９東区菩提町５丁２３２５９９- ８１０３南 八 下 支 所

１台総合２８５- ００２３東区日置荘西町３丁１３- ８５９９- ８１１４日 置 荘 支 所

１台総合２７８- ０１２２中区平井１２２- ２５９９- ８２５１久 世 支 所

１台総合２３７- ５１０１中区陶器北４５５- １５９９- ８２４２東 陶 器 支 所

１台総合２３６- ５４８１中区田園５７５- ７５９９- ８２４６西 陶 器 支 所

１台総合２９７- ０５２１南区片蔵３０５９０- ０１２１上 神 谷 支 所

１台総合２７３- ４０５１西区草部１８２- ２５９３- ８３１２福 泉 支 所

１台総合２９７- ０６２１南区美木多上４４- １５９０- ０１３６美 木 多 支 所

１台総合２３５- １５５１東区大美野６５- ４５９９- ８１２６登 美 丘 支 所

１台総合２５２- ００２７北区金岡町１０８８５９１- ８０２２金 岡 支 所

１台総合２６３- ６１１２西区鳳西町１丁７６- ２５９３- ８３２６鳳 支 所

２２台２５ヵ所合 計

（平成２１年７月１日現在）
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（注）事業内容欄の総合とは、信用・共済・購買・販売・指導事業をいいます。

■店外ＡＴＭ
ＡＴＭ設置台数所 在 地施 設 の 名 称

１台堺市南区大庭寺１０６- ４大庭寺キャッシュサービスコーナー

１台西区鳳中町２丁５０- ２鳳北キャッシュサービスコーナー

２台２ヵ所合 計

77



沿革・あゆみ
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 昭和４４年３月 堺市内１９農協が合併し「堺市農業協同組合」 

   発足

 　　　　９月 『堺市農協情報』創刊（平成５年４月『ＣＲ 

   ＯＰ』に改称）

 昭和４６年５月 堺市農協農業会館（本所）完成

 昭和４７年５月 旧金岡・鳳農協と合併し、一市一農協として 

   発足

 昭和４９年５月 全国農協初の独自オンラインシステムの稼動

 昭和５１年６月 育苗センター完成（昭和５６年４月「営農セン 

   ター」に改称）

 　　　　１１月 第１回堺市農業祭開催・営農テレホンサービ 

   ス開始（TEL：０７２- ２７７- ３５９１）

 昭和５３年９月 「営農フェア」開催（現在の「ＪＡフェア」 

   の前身）

 昭和５４年３月 合併１０周年記念式典挙行

 昭和５６年４月 外務（渉外）担当職員設置

 　　　　６月 堺市農業研修センター完成

 昭和５７年１２月 計画（予約）購買制度スタート

 昭和５８年５月 第１次中期経営計画策定（以後３年ごとに策 

   定。現在第９次同計画を実践中）

 昭和５９年１月 営農外務員制度導入

 　　　　８月 全銀内国為替制度に加盟

 　　　　１２月 第１次地域農業振興計画策定（以後５年ごと 

   に策定。現在第５次同計画を実践中）

 昭和６０年１０月 ＡＴＭ全店舗に設置

 昭和６１年７月 堺市農協資産管理連絡協議会発足

 昭和６３年６月 学経理事制導入

 　　　　９月 年金友の会連絡協議会発足

 平成元年３月 合併２０周年記念式典挙行

 　　　　４月 土曜組合員相談室開設

 　　　　６月 長期共済保障保有高３，０００億円達成

 　　　　９月 婦人会結成２０周年記念大会開催

 　　　　１１月 ハンディ端末機導入

 平成２年４月 営農情報紙『わかば』創刊

 　　　　８月 貯金残高２，０００億円達成

 平成３年１０月 農産加工所（生活センター）開所

 平成４年４月 農協ＣＩを導入し、愛称「ＪＡ堺市」設定

 平成５年７月 資産管理情報誌『みのり』創刊

 平成７年４月 新土壌分析システム導入

 平成８年４月 カタログショッピング開始

 平成９年１月 本所機構の改革実施（５部２室１２課制）
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 平成１０年３月 ＪＡ全中から「平成９年度優良農業協同組合 

   表彰」受賞

 　　　　１０月 鳳南支所、大庭寺・鳳北出張所を、福泉支所、 

   鳳支所に統合

 　　　　１１月 購買品配送体制の合理化（８支所を対象に試 

   行）実施

 平成１１年３月 合併３０周年記念式典挙行

 　　　　８月 府から「特定組合」の承認を受ける（余裕金 

   運用基準の緩和）

 　　　　９月 女性会結成３０周年記念式典挙行

 　　　　１０月 証券投資信託の取り扱い開始

 平成１２年４月 ＡＬＭ（資産と負債の総合管理）委員会設置

 　　　　４月 外貨預金の取り扱い開始

 　　　　４月 農業公園　堺・緑のミュージアム『ハーベス 

   トの丘』開園

   同所に地場農産物を販売する『農産物直売所』 

   設置

 　　　　１２月 コンプライアンス（法令等順守）・マニュア 

   ル制定

 平成１３年６月 ホームページ開設

 　　　　７月 長期共済保障保有高６，０００億円達成

 平成１４年１月 ＪＡＳＴＥＭ（信用事業新電算システム）へ 

   移行

 平成１５年３月 ＪＡ全中から「平成１４年度特別優良農業協同 

   組合表彰」受賞

 平成１６年２月 第３回ＪＡバンク全国大会で「優績表彰」受 

   賞

 　　　　４月 大阪エコ農産物『泉州さかい育ち』のトレー 

   サビリティーシステムをＪＡ堺市のホームペ 

   ージに導入

 平成１７年３月 「堺市農業協同組合個人情報保護方針」と「セ 

   キュリティ基本方針」を制定

 　　　　４月 「個人情報保護法に関する法律」施行

 　　　　８月 貯金残高３，０００億円達成

 　　　　１０月 経済事業改革に伴う組織整備。営農部と経済 

   部を統合し「営農経済部」を設置

 　　　　１１月 営農センター購買倉庫・購買店舗営業開始

 平成１８年４月 「ハーベストの丘農産物直売所」の指定管理 

   者となる

 平成１９年５月 営農センター育苗施設をリニューアル

 　　　　１２月 「こども１１０番運動」をスタート

 平成２０年３月 新型残留農薬検査機導入

 　　　　４月 全ＡＴＭの日曜・祝日稼働開始

 　　　　４月 「内部統制システムに関する基本方針」制定



開示項目一覧 

【農業協同組合法施行規則第２０４条に基づく開示項目】 

１．組合の概況および組織に関する事項 

　　業務の運営の組織　…………………………………………………………………５６ 

　　理事および監事の氏名および役職名　……………………………………………５７ 

　　事務所の名称および所在地　………………………………………………………５９ 

　　当該組合を所属組合とする特定信用事業代理業者に関する事項　……………５７ 

 

２．組合の主要な業務の内容　…………………………………………………………１４ 

 

３．組合の主要な業務に関する事項 

　　直近の事業年度における事業の概況………………………………………………　４ 

　　直近の５事業年度における主要な業務の状況を示す指標　……………………３６ 

　　経常収益、経常利益または経常損失、当期剰余金または当期損失金、 

　　出資金および出資口数、純資産額、総資産額、貯金等残高、貸出金残高、 

　　有価証券残高、単体自己資本比率、法第５２条第２項の区分毎の剰余金 

　　の配当の金額、職員数 

　　直近の２事業年度における事業の状況を示す指標 

　　主要な業務の状況を示す指標 

　　①事業粗利益および事業粗利益率　………………………………………………３７ 

　　②資金運用収支、役務取引等収支およびその他事業収支　……………………３７ 

　　③資金運用勘定および資金調達勘定の平均残高、利息、利回りおよび 

　　　総資金利ざや　……………………………………………………………………３７ 

　　④受取利息および支払利息の増減　………………………………………………３７ 

　　⑤総資産経常利益率および資本経常利益率　……………………………………４７ 

　　⑥総資産当期純利益率および資本当期純利益率　………………………………４７ 

　　貯金に関する指標 

　　①流動性貯金、定期性貯金、譲渡性貯金その他の貯金の平均残高　…………３８ 

　　②固定自由金利定期貯金、変動自由金利定期貯金およびその他の区分 

　　　ごとの定期貯金の残高　…………………………………………………………３８ 

　　貸出金等に関する指標 

　　①手形貸付、証書貸付、当座貸越および割引手形の平均残高　………………３９ 

　　②固定金利および変動金利の区分ごとの貸出金の残高　………………………３９ 

　　③担保の種類別（貯金等、有価証券、動産、不動産その他担保物、農 

　　　業信用基金協会保証その他保証および信用の区分をいう）の貸出金 

　　　残高および債務保証見返額　……………………………………………………３９ 

　　④使途別（設備資金および運転資金の区分をいう）の貸出金残高　…………４０ 

　　⑤業種別の貸出金残高および当該貸出金残高の貸出金の総額に対する割合…４０ 

　　⑥貯貸率の期末値および期中平均値………………………………………………４７ 

　　有価証券に関する指標 

　　①商品有価証券（商品国債、商品地方債、商品政府保証債および貸付 

　　　商品債券の区分をいう）の平均残高　…………………………………………４３ 

　　②有価証券の種類別（国債、地方債、社債、株式、外国債券および外 

　　　国株式その他の証券ならびに貸付有価証券の区分をいう）の残存期 

　　　間別の残高　………………………………………………………………………４３ 

　　③有価証券の種類別の平均残高　…………………………………………………４３ 

　　④貯証率の期末値および期中平均値　……………………………………………４７ 

 

４．組合の業務運営に関する事項 

　　リスク管理の体制　…………………………………………………………………　８ 

　　法令順守の体制　……………………………………………………………………　９ 

 

５．組合の直近の２事業年度における財産の状況に関する事項 

　　貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書または損失金処理計算書…２４ 

　　貸出金のうち下に掲げるものの額および合計額　………………………………４１ 

　　　破綻先債権に該当する貸出金、延滞債権に該当する貸出金、３ヵ月以上 

　　　延滞債権に該当する貸出金、貸出条件緩和債権に該当する貸出金 

　　元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信託を含 

　　む）に係る貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権およ 

　　び貸出条件緩和債権に該当するものの額ならびにその合計額…………………４１ 

　　自己資本の充実の状況について農林水産大臣および金融庁長官が別に定め 

　　る事項…………………………………………………………………………………４８ 

　　下の取得価額または契約価額、時価および評価損益　…………………………４４ 

　　　有価証券、金銭の信託、デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、 

　　　有価証券関連デリバティブ取引 

　　貸倒引当金の期末残高および期中の増減額　……………………………………５３ 

　　貸出金償却の額　……………………………………………………………………５３ 

 

【その他の開示項目（任意開示項目）】 

　　あいさつ　……………………………………………………………………………　１ 

　　経営理念　……………………………………………………………………………　２ 

　　経営方針　……………………………………………………………………………　２ 

　　経営管理体制　………………………………………………………………………　２ 

　　農業振興活動　………………………………………………………………………　２ 

　　地域貢献情報等　……………………………………………………………………　３ 

　　事業活動のトピックス　……………………………………………………………　６ 

　　利益相反管理方針の概要　…………………………………………………………１１ 

　　内部統制システムに関する基本方針　……………………………………………１２ 

　　系統セーフティネット　……………………………………………………………２２ 

　　キャッシュ・フロー計算書　………………………………………………………２６ 

　　部門別損益計算書　…………………………………………………………………３４ 

　　財務諸表の正確性等にかかる確認　………………………………………………３５ 

　　貯金の科目別期末残高　……………………………………………………………３８ 

　　貸出金の科目別期末残高　…………………………………………………………３９ 

　　金融再生法開示債権の状況　………………………………………………………４１ 

　　開示債権と自己査定の相関図　……………………………………………………４２ 
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